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人  
オレンジリボノ1：1才  

子ども虐IIモl左上する  

というメッセ ージか  
込イ）られてい土ナ。  

「地域協議会」を設置することによって  

何が変わるんでしょうか？  

○地域協議会が創設され、機能することにより、   
次のような変化が期待されています。  

③担当者の意識変化  ②関係機関の連携  ①早期発見・対応  

○関係機関等のメンバーが  

顔見知りに！   

・相互理解の推進  
・多様な視点からの  

情報入手が可能  

凸  

○ケースの理解・援助方針を   

多角的・総合的に検吉寸可能  

○ケースの押しつけ合いが解消  

○関係機関等の特色を生かした   

多様な援助が可能に  

○児童虐待等の情報が   

調整機関に一元化  

○関係機関等の連携した対応   
・気になるレベルでの  

ケース紹介   
・たらい回しや放置ケース   
が減少  

凸  

深刻化する前に対応  

O「仲間」としての連帯感向上  

○関係者全員で問題を共有  

且  

○認識・対応の温度差解消   

○援助の質の向上   

○地域での対応が可能となる  
ケース  
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人  
オレンジリボノにLi  

子ども虐†Iモlス止丁る  

としlうメッセーソか  

込ヰ）られています。  

どういう手順で地域協議会を   

設立するのでしょうか？  

○ここでは、①設立まで、②設立後当初、③設立1年目  

④設立2年目、⑤3年目以降と、順を追って説明します。  

設立まで  

新たに地域協議会を立ち上げる場合  虐待防止ネットから地域協議会へ  

①調整機関及び構成メンバーの決定  

②調整機関内で、運営のあり方を検討  

③ 関係機関への参加の呼びかけ  

④要綱の作成、地域協言義会設立の公示  

⑤都道府県（児童相談所）との連携  

⑥ 関係機関への周知徹底  

⑦ 開催方法・頻度   

① 関係者・関係機関への動機づけ  

②地域協醸会構成機関の決定と参加要請  

ネットと協吉碁会の法的・制度的違いや  

利点を説明し理解を求める。  
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2年目を迎え、少し先が見えるようになってきました。  

今後気をつけることは何ですか。  
司レノソりボノこは  
子ども昏け逐lス止すも  

とし1ラメツセ→十ノ伊  

込ヰ）らhています．  

設立2年目  

① 児童虐待への対応について、総合力をつける。  

・年齢別（新生児・乳児期・学齢期前り小学校など）、種類別（身体的虐待、ネグレクト等）、  

養育環境別（精神不安定の母親、ひとり親家庭など）といったさまざまな事例を用いた検討  

による総合力の向上  

・ケースの重症度などアセスメントカの向上  

■再発防止に向けた援助方法の検討  

・課題解決に向けて専門家の研修・指導を受けるなどにより、専門性を向上  

（∋ 地域としての新たな課題を設定し、専門性を高める。  

・地域協議会（又は地域）として、新たな課題を設定  

・実務者会誌等のメンバーが、所属機関で虐待対応の指導的役割を担い、各棟関の対応力を  

向上  
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要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）  
スタートアップマニュアル   

本マニュアルは、厚生労働科学研究「市町村及び民間団体の虐待対応ネ  

ットワークに関する研究」（※）において、新たに「要保護児童対策地域  

協議会（子どもを守る地域ネットワーク）」（以下「地士或協議会」という。）  

をスタートしようとする自治体の関係者を念頭に、地域協議会の設置によ  

って何が変わるのか、どのように運営していけばよいのかなど、地域協議  

会の設置・ 運営に当たり、まずは必要となる知識、ノウハウなどをとりま  

とめたものである。   

なお、この地域協議会は、児童虐待への対応の最前線に立つ市町村の中  

核となる組織であり、その運営の在り方次第で、地域における子どもたら  

の安全と幸せが大きく左右されることが考えられる。   

このため、本マニュアルが、これから地域協議会を立ら上げようとする  

自治体、どのように運営すればよいのか戸惑っている自治体等の関係者の  

万々にとって、参考となれば幸いである。  

※ 厚生労働科学研究「市町村及び民間団体の虐待対応ネットワークに関する研究」   

は、研究者：加藤曜子（流通科学大学教授）、研究協力者：安部計彦（西南学院   

大学准教授）らによって実施。  

地土或協議会の設置によって、何が変わるのか。  

○地土或協議会が設置され、機能することによって、次のような変化が期   

待される。  

（D早期発見・早期対応  

・子育て支援にかかわる機関連携が向上することで、学齢期前（新  

生児・乳児期・幼児期）など早期の段階での児童虐待の発見が  

増える。  

・子どもの安全への認識が深まり、予防的対応がとりやすくなる。  
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地Ⅰ或協議会に関する事務を総括する「要保護児童対策調整機関」  

（以下「調整機関」という。）に児童虐待等の情報が集約され  

るため、関係機関の連携した対応がスムーズになるとともに、  
ケースのたらい回しや放置がなくなる。  

関係者が定期的に顔を合わせることでお互いの機能を知り、  
「気になるレベル」でケースを紹介しあうことで、虐待が深刻  

化する前に関係者間で対応が図られる。  

②関係機関の連携  

・関係機関のメンバー同士が顔見知りになり、相互理解が図られ  

ることで、ケースの押し付け合いがなくなり、役割分担を決め  

つつ、協力しながら支援を行うことができる。   

・関係機関が連携することで、「『別の機関に紹介したから大丈  

夫、相手機関が動いているはず』など、思い込みや期待で安心  

し、事実を確認しないまま結局どの機関もかかわっていなかっ  

た」といった事態を防ぐことができる。   

・同じ事例を複数の機関が個別に対応していたのでは、情報の共  

有や連携を図りながらの対応は難しい。しかし、各機関は、子  

どもの安全を願う目的が同じであるため、地土或協議会を通じて  

つながりが強化され、連携の取れた対応を図ることができる。  

・関係機関が集まって情報交換することで、多方面からの情報を  

基に、多角的・総合的にケースの理解や援助方針が検討できる  

ようになり、適切な支援が可能となる。   

・他の機関と連携することで子どもや家庭の状況の把握や理解が  

深まり、援助の質をあげることができる。  

・子どもが施言引こ入所中であっても、地域の関係機関に児童相談  

所から情報を伝えることで、帰省中の見守りが行われたり、家  

庭引き取りに向けての地域の体制つくりや家族への援助を行う  

ことができる。  

③担当者の意喜哉変化  

・担当者一人だけがケースを抱え込むという危険性や過重な負担   
が生じるといったことがなくなり、関係する機関全体で問題を   

共有することができるようになる。  

・他の機関と協働して同じケースにかかわることで担当者の不安   

や孤立感が減り、「仲間」としての連帯感が生じる。  

・児童虐待等の要保護児童に対する認識が高まり、児童虐待等へ   

の対応の温度差がなくなり、重症度、危険度が高いケースヘの   

対応が早くなる。  
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地域協議会の実務者会議等のメンバーは、多様なケースとその  

対応を検討することによって能力が高まり、それぞれの所属機  

関においての虐待対応の指導的役割を担う意識が生まれ、各機  

関における児童虐待への対応力が高まる。  

援助を行うケースが多くなると、経験の積み重ねや各機関の役  

割がわかり、相談への対応力が向上する。  

長期的な支援が必要なケースについて、以前は児童相談所での  
対応や施設入所等での解決を望むことが多かったが、関係機関  

が連携して対応することにより、地域（市町村）レベルで支援  

可能なケースが増加する。  

・・・ 
≡：：－＝＝こ・＝＝・去 

『設立』まで  

1）「虐待防止ネットワーク」が存在せず、直接、新たに「地Ⅰ或協議  

会」を立ら上げる市町村  

（D調整機関及び構成メンバーを決定する   

・市町村内部において、児童相談所や関係する機関から児童虐待等  

の対応についての意見・考え方を聞くなどして、児童虐待等の現  

状認識を深めるとともに、地域協議会の設置の必要性と動機付け  

を高める。特に保健部門と福祉部門との足並みをそろえることが  

重要である。   

・調整機関となることが予定されている組織は、市町村の教育、福  

祉、保健担当部局のほか、関連する部局や児童相談所の参加によ  

り設置検討会議を開催し、地域協議会設立への理解を得るととも  

に、市町村内部の関係部局や児童相談所と継続的に連携が図られ  

るような体制つくりを目指す。   

・調整機関の職員については、関係機関相互のコーディネートを行  

うことから、常勤の専任職員の配置が望ましい。また、児童相談  

所OBなど児童福祉司の資格を有する者のほか、保健師、保育士  

の専門職や家庭相談員などを専任職員として相談部門に配置する  

と同時に、予算獲得や事業の企画、庁舎内の調整、広報、研修会  

開催などの業務を担当する行政職の両方を配置することが望まし  

い。  
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教育や警察との連携強化を図るため、人事交流等を活用し、調整  

機関に教育委員会の指導主事などの職員を配置することも考えら  

れる。  

②調整機関内で、運営のあり方について検討を行う  

・地域協議会で取扱う対象範囲については、児童虐待のほか、非行、  

配偶者からの暴力（D＞）なども想定される。設立当初は、児童  

虐待から始めるとしても、地域協議会の展開状況等を見極めなが  

ら、その対象範囲の拡大も検討する。  

・すでに立ち上がった他の自治体の要綱を取り寄せるなど、幅広く  

地域協議会の設立や運営についての資料を収集するとともに、活  

動方法や効果についても調べる。  

③関係機関に参加の呼びかけを行う  

・選定された関係機関には、まず、各機関の代表者に調整機関の担  
当主管課（室）長と担当者で共に出向き、地域協議会の意義、役  

割などの説明を行い、地域協議会への理解を得ながら参加の要請  

を行う。  

な鱒、特に実務者会議メンバーにおいては、事例の検討、ケース  

管理等も行うため、児童虐待等の対応に関する知識や経馬貢があり、  

かつ、積極的に取り組んでいただける万の参加が望ましい。  

・関係機関の参加の呼びかけに際し、地域協議会の守秘義務等の説  

明を行い、地Ⅰ或協議会への理解を園るとともに、地士或協議会への  

情報提供の協力についても要請を行う（医療機関関係者や保健師  

など）。  
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④要綱を作成し、公示する  

・「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針」に基づき、関係機  

関と協議、調整を行い、設立運営要綱等を文書化、制度化してお  

く。また、地域協議会を設立した時は、必ず公示を行う。  

⑤都道府県（児童相談所）との連携を図る  

・都道府県から、すでに立ち上がっている他の市町村の要綱等の資  

料提供を受けるとともに、積極的に地域協議会の設立や運営方法  

に対する助言・指導を受ける。  

・都道府県が実施する研修に積極的に参加するとともに、都道府県  
が作成したマニュアル等を活用する。  

・児童相談所から専門家の派遣・配置などを受け、各会議の運営や  
具体的な事例の見立て等について助言・指導を受けて、地域協議  

会のレベルアップを図る。  
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⑥運営に閲し、関係機関への周知徹底を図る  
・児童虐待等の事例が発生した場合、「これぐらいの案件なら、私  
の機関だけで大丈夫」と判断せず、地域協議会の調整機関に連絡  

（通告）し、情報を共有しながら協力して対応することの意義を  

徹底する。  

・地域協議会の守秘義務等を説明し、児童虐待等の事例について、  

「どこまで話をしていいのか」という不安を解消する。逆に、守   

秘義務に違反した場合の罰則等についても説明しておく。  

・実務者会議メンバーにおいては、事例の検討、ケース管理等も行  

うため、児童虐待等の対応に関する知識や経験があり、かつ、積  

極的に取り組んでいただける万の参加が望ましい。  

・個別ケース検討会議メンバーにおいては、ケースの事情がよく分  

かっている担当者と、判断にある程度責任が持てる人（係長レベ  

ル）の参加が望ましい。  

・地Ⅰ或協議会の意義、役割、業務等について、各機関の構成員のす  

べてに周知してもらい、個別ケース検討会議への参加を要請され  

た場合には、すぐに個別ケース検討会議へ参加できるようにして  

おく。  

⑦開催方法、頻度を決める  

・メンバーの勤務状況等を考慮しながら、開催日を決定することが  

望ましい。特に、実務者会議においては、地域協議会設立時に開  

催日時を決めておく方法が良い。（例えば、毎月1回、第4水曜  

日・15時～など）  

○代表者 

・参加人数が多い一方で、開催頻度が少なく、代表者が替  

わる可能性も高いため、毎回開催前に参加依頼を兼ねて  

調整機関の担当者が出向き必要な説明を行うなどにより、  

積極的な参加を求める。  

・代表者会議を有意義な会議とするために、例えば、参加  

各機関の甘又り組みを各機関ごとに説明していただくこと  

により、参加機関相互の理解を進めることができる。  

・例えば、他地土或で発生した重大事例と同様の事例が当該  

地土或で発生した場合を想定し、その対応策の検討などを  

議題に加えることにより、代表者にも当事者意識を持た  

せることができる。  
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実務者会議でまとめられた政策提言などについて審議す  

るほか、あらかじめどういったことを議題としたいのか  

などのアンケートをとり、それを協議事項としたり、各  

機関の因っている点や要望などを話し合うこともー案で  

ある。  

○実務者会議   

・月一回程度、関係機関が出席しやすい時間を設定するこ  

とが望ましい。場所については、保健センター会議室、  

福祉事務所会議室などが想定される。   

・対象ケース数が少ない地域では、実務者会議と個別ケー  

ス検討会議を一括し、実務者会議において全てのケース  

を検討しても差し支えない。   

・毎月開催する実務者会議は、新規事例と「見守りケース」  
などを中心に、経過の確認が主な目的である。   

・実務者会議では、児童相談所の積極的な関わりが必要で  

ある。特に、児童相談所と市町村の調整機関等が、定期  

的に（例えば3か月に1度程度）、この実務者会議等を  

利用して、ケースの進行状況の突合を行うなど、連携を  

密にした対応が必要である。   

・人口が10万人を超える市では、実務者会議は、人口  

5′～8万人を目安に地土或ごとに会議を分けて開催するこ  

とが望ましい。  

○個別ケース検討 

・ケースごとに所要時間は異なるが、新規ケースは十分な時  

間が必要である。場所は、放課後の学校の会議室、保健セ  

ンター、病院、子育て支援センターなどが想定される。  

・調整機関は、関係機関の出席調整、当日の記録、役割分担  
役割分担 の確認、記録の整理と配布（を明示）、定期的な  

見守りや援助状況の確認、統計処理などを担当するほか、  

個別ケース検討会議の円滑な進行のためのコーディネー   

トカ（調整力）が求められる。  
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2）すでに「虐待防止ネットワーク」（以下、「ネットワーク」という。）   
が立ら上がっている市町村における「地域協議会」の立ら上げ  

＊地土或協議会への移行のポイントのみ記載。基本は、1）の「地   

域協議会」の立ら上げと同様である。  

（D「ネットワーク」から「地域協議会」への移行の動機付けを行う  

・市町村内部部局や関係機関が地域協議会の意義（特に守秘義務の  

重要性）を理解することにより、移行に向けた動機付けを高める。  

なお、移行を果たした他の自治体の勉強会や視察なども参考にな  

る。  

・関係機関の実務担当者の意見を集約し、関係機関の代表者で 

を行い、新たに参加を求める機関はないか、移行に際し、運営上  

見直した万が良いと思いわれる点はないかなど、地域協議会の構  

成機関やシステムについて検討を行う。   

・（ニネットワークのままでいいという機関に対して）ネットウーク  

と地土或協議会の法的な違いを説明し、地域協議会では、必要に応  

じ関係機関に対し資料又は情報の提供等を求めることができる  

ことや守秘義務について法律上明確化されたことで、ネットワー  

クに比べると情報交換が行いやすくなり、必要な情報交換により  

適切な支援ができることを理解していただく。  

②地土或協議会構成機関を決定し、打診する  

・新規に加入し、構成機関となる組織に対しては、調整機関の担当  

者のみならず、担当主管課（室）長などが出向き、地土或協議会の  

意義、役割などの説明を行い、地域協議会への理解を得ながら参  

加の要請を行う。  

2．［F設立後当初』の運営  

①関係機関のメンバー同士が顔の見える関係になる  

○ポイント  

・今ある連携（つながり）を広げ、関係機関すべてに広げる。  

・会議の開催やその後の交流会等により、関係者が顔見知りにな  
り、「本音」の連携を可能とする。  
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○方法  

・代表者会議、実務者会議、個別ケース検討会議の会議終了後に  

おいて、お互いを知り、連携を図るための意見交換会、交流会  

などを開催する。  
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②児童虐待等への対応の基本をつかむ  

○ポイント   

・児童虐待の基本的知識、事例の見立て万、対応方法の基本、各  

機関の特性等を知る。（まだどのように動けばいいかが手探り  

の状態なので、基礎的なことから始める。）  

・地域協議会に参加する機関にとってメリットを感じやすいよう  

に、成果が見込める事例からケース検討を始めるなど、運営上  

工夫する。   

・児童虐待対応の実務に関わる苦から研修・指導を受ける。  
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○方法  

・事例（仮想事例でも、これまで経験した事例でもよい。）を用  

いて、児童虐待等への対応について理解する。なお、必要に応  

じ、児童相談所OB職員等の専門家から助言・指導を受けるこ  
とも効果的である。   

・成果が見込める事例からケース会議を行う。このことにより、  
関係機関が一緒になってケースに関わり良い方向に改善が見ら  

れると、参加者にとって意欲が高まり、関係機関問の連携が非  

常によくなる。  

・地域協議会への理解、児童虐待への理角牢、子どもや家庭の理解  
‘   を図るため、児童虐待対応の実務に関わる児童相談所の児童福  
祉司、学識経馬葉書（アドバイザー）、弁護士、医師、保健師、  

学校教員、保育士、民生・児童委員、他の地土或協議会の調整機  

関担当者などから研修・指導を受ける。  
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3．『1年目』の運営  
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①関係機関同士の連携を強化する  

○ポイント   

・何でも話せる人間関係を作る。   

・安心して、気兼ねなく話せる雰囲気づくりを通じて、参加者の  

受容感や信頼感を高める。  
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過去の事例への対応などで各機関が批判しあうなど感情的にな  

ることも想定されるため、「意見は述べるが、批判はしない」  

というルールをつくるなど配慮を行う。  

○方法  

・ある機関の講習会等に、他の機関のメンバーを招待するなどし  

て、相互に交流を深める。関係機関への見学会を行うこともー  

考である。  

・関係機関同士で、児童虐待の個別の研究会や勉強会、意見交換  

会等を開催する。また、先進自治体の取組を学ぶ機会も設ける。  

②児童虐待等への対応力をつける  

07ドイント  

・具体的な事例を用いて、その事例のどこに問題があるのかなど   

の見立て万、対応方法、どの機関にどのような援助を求めたら   

良いのかの認識を共通化する。  

・関係機関の問における児童虐待等への対応の温度差（緊急性の   

判断など）を修正していく。  

・自分の機関、また他の関係機関の特性を活かした効果的な対応   

が行えるように検討していく。  

・アセスメントシートの共通化等ケースの把握、進行管理等が適  

切に行えるようにする。  

・児童虐待対応の実務に関わる苦から研修・指導を受ける。（回   

数を重ねるごとに内容のレベルアップを図り、児童虐待等への  

対応力をつけていく。）  

○方法   

・具体的な事例を用いて、事例の見立て万、対応方法を知るとと  

もに、関係機関の問における児童虐待等への対応の温度差（緊  

急性の判断など）を修正していく。なお、必要に応じ、児童相  

談所OB職員等の専門家から助言・指導を受けることも効果的  

である。   

・各機関それぞれが具体的な事例（例えば、連携が取れずに対応  

できなかった事例、連携が図られ対応ができた事例など）を出  

して、連携の取れた対応について検討を重ねる。その際、自分  

の機関または他の機関ではどういう対応ができるかを知り、そ  

れぞれの関係機関の役割や可能性などの特性について理角牢する。   

・機関ごとにアセスメントシートなどの様式が違う場合は、関係  

機関が話し合って様式の共通化を図る。  
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引き続き、地域協議会への理解、児童虐待への理解、子どもや  

家庭の理解を図るため、児童虐待対応の実務に関わる児童相談  

所の児童福祉司、学識経験者（アドバイザー）、弁護士、医師、  

保健師、学校教員、保育士、民生・児童委員、他の地士或協議会  
の調整機関担当者などから研修・指導を受ける。（回数を重ね  

るごとに、研修や指導内容のレベルアップを囲っていく。）  

［垂二  『2年目』の運営   

◎少し先が読め、成功事例も出てきて参加者の意欲も増してくる。  

その反面、次々と新しい事例が出てきて、戸惑いも生じてくる。  

このため、成功事例を振り返りながら、先進自治体の情報を取得  

したり、研修を充実させることにより、レベルアップを図る。   

（〇児童虐待等への対応について、総合力を付ける  

○ポイント  

・分野別の具体的な事例を用いて、さまざまな虐待への対応の検   

討を行い、対応について総合力を付ける。  

・参加者はケースの重症度をアセスメントする能力を高める。  

また、アセスメントからニーズを見出し、再発防止にむけた援   

助の方法を検討する。  

・課題解決に向けて、専門家から研修・指導を受けるなど、専門   

性の向上などレベルアップを図る。  

○方法  

・年齢別事例（新生児・乳児期、学齢期前、小学校など）、種類   

別事例（身体的虐待、ネグレクトなど）、養育環境別事例（精   

神不安定の母親、ひとり親家庭など）を用いて検討を重ねてい   

く。なお、必要に応じ、児童相談所OB職員等の専門家から助   
言・指導を受けることも効果的である。  

・専門家（児童相談所の児童福祉司、児童相談所OB職員、学識   

経験者（アドバイザー）弁護士、医師、保健師など）を招いて   

研修会・講習会を開催し、児童虐待への対応の専門性を高める。  
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筐）地域としての新たな課題を設定し、専門性を高める  

○ポイント  

・地土或協議会運営の実績を踏まえ、地域協議会あるいは地土或とし  

ての新たな課題を設定する。  

○方法  

・これまでの運営実績を踏まえ、必要に応じ運営面の見直しを行  
うとともに、新しい課題に対応できるようにする。  
・実務者会議等のメンバーが、所属機関において児童虐待等の対  
応の指導的役割を担い、各機関の対応力を向上させる。  

［亘二  『3年目以降』の運営  

○行政内部の異動で実務者会議のメンバーが変わるなど、援助の質、   
取り組みの姿勢、チームワーク（信頼感）の維持向上が課題とな   

る。  

○新しいメンバーに今までのやり方を理解していただくと同時に、   

新たな気持らで運営方法などを振り返り、適宜改善する。  
○年に2回程度（予算の関係で夏と年度末など）、各市町村の現状   

と課題、今後のプランを実務者会議参加者で考える。また、年間   

計画をプランする。   

例えば   

・地土或の関係者の理解を高めるための講演会   

・中核メンバーの対応力を高める専門継続研修   

・マニュアル作り   

・援助事例集の作成   

・社会資源名簿（社会資源集）作り  
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日  次  

1．静岡県沼津市（人口：210，736人）… … … …  1  

2．大阪府枚方市（人口：403，666人）… … … … 12  

3．大阪府門真市（人口：133，924人）… … … … 23  

4．兵庫県明石市（人口：292，081人）… … … … 33  

5．兵庫県加古川市（人口：266，224人）… … … ‥ 44  

6．福岡県前原市（人口：68，872人）… ……… ・50  
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ネットウーク設置年月日  H12．04．01  

静岡県沼津市  協議会設置（移行）年月日：H18．07．19  
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人口：210，736人  
（18．4．1現在）   

子どもの数（15歳末満）  

28，217人（18．4．1現在）  

調整機関（中心的な職員＝◎）  

調整機関の担当課：福祉事務所 子育て支援課こども相談係、8  
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◎係長（兼社会福祉主事）   

主査（保育士）   

主任   

保育士   

家庭相談員  
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協議会の構成・メンバー  
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沼津市要保護児童対策地域協議会組織図  
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平成18年度会議開催数（見込み）   

○代表者会議   2回（内1回は研修会）   

○実務者会議 11回   
○個別ケース会議100回 ※市民向け講演会1回  

市 妾 保 護 児 度 対 策 地 域 協 議 会 構 成 員   

国・県（6）   市（7）   法 人（3）   法 人 以 外（16）   
家 庭 裁 判 所 沼 津 支  至 育 て支 援   
部  

沼 津 市 医 師 会   人 権 擁 護 委 員 協 議 会  
課   

法務局沼津支局  沼 津 市 歯 科 医 師  県 弁 護 士 会 沼 津 支 部  
コ＝：  市 校 長 会   

障幸福祉課  A ‾  
コ＝  

県 東 部 健 康 福 祉 セ  市 保 育 園 連 盟   

ン タ ー  市小中PTA連絡協会  
市補導委員会  

市消防本部   
市青少年を健やかに育てる会  
市自治会連合会  
市民生児童委員協議会  

注  
市健全育成地域相談員  
市健康づくり推進員協議会  

赤 色 は 調 整   市里親会  
機 関   市放課後児童クラフ■連絡協議会  

ファミリーサポートセンター  
その他   
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（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  

（どのようにレベルアップを図ってきたのか。）   

【実務者会議】※虐待ネット時代は代表者会議未設置   

①虐待問題が深刻化するなかで、市児童福祉担当現場からネットワーク設  
置の機運が盛り上がり、児童相談所から強力にバックアップしてもらう  
なか平成12年4月に4機関で実務者会議を設置   

②子育て支援課（当時児童福祉課）が事務局役を担う中で、担当者が定期  
的に顔をあわせる中で、継続したケース検討を行ったり、各機関からみ  
た虐待やその対応を報告すること、専門的な知識の研修を行うなどし  
た。   

③その後、実務者会議に警察や教育相談所などの参画を経て、構成機関を  
増やすと共に、教員や医療機関職員などとの合同研修などを行うなどし  
て連携の幅を拡げた。  
また、要保護児童対策地域協議会設置以前は、代表者会議を設置してい  
なかったが、時には関係機関管理職や団体代表者なども含めたかたちで  
実務者会議を開催して理解を深める機会を持った。  
④当初、児童精神科医師をスーパーバイザーとして委嘱しケース検討など  
ネットワークの基礎作りに多大な貢献を頂いた。その後、固定したスー  
パーバイザーの確保が出来ていないが、内容に応じて市内の開業医や弁  
護士などに参加してもらうなどすることで地域での相互連携にも役だ  

っている。   

⑤実務者会議で大事にしてきたのは顔つなぎと、互いが良く知り合うこと  
で、日頃の実務の連携がスムーズに進む事を心がけた。   

⑥実務者会議では、児童虐待防止や予防に関する事業の学習や調査を行う  
などした。このことは共通理解を進め事業の具体化に大いに役立った。   
⑦主任児童委員に地土或のパイプ役を担ってもらうために、実務者会議につ  
いては、代表者のみの参加でなく．、出席可能な人には出席してもらって  
きた。   

【個別ケース会議】   

①個別ケース会議は、要保護協議会設立までは、児童相談所主催のともの  

と市主催のものの2通りとし主催者を明確にして実施してきた。現在は  
要保護協議会主催というかたちになるが、どこが主機関かは明確にする  
ように心がけている。   

②保健センターや子育て支援センターなど日頃関係深い機関からの通告は、緊急受  
理会議に当該機関に参加してもらい受理段階で個別ケース会議を合わ  

せて行うようなかたらをとった。   
③それ以外の学校・保育所・医療機関など関係機関からの通告の場合、緊  
急受理会議以降できるだけ早い時点で当該機関を訪問して情報の再確  

認と緊急受理会議の方針を元にした役割分担などについて協議してい  

る。   
④ケース検討会については、初回会議時に役割分担や各機関の甘又り組みの  
集約方法等も確認し、次回会議の開催時期を決めたり、経過によって再  

招集するなどの確認を出来る限り行っている。  
⑤可能な限り、地域担当の主任児童委員に出席をお願いしている。  
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（Dネットワーク、協議会が設立された背景  

○ネットワーク（平成12年4月設置）  

・   市内でも虐待事案が増加したこと。虐待防止法施行の準備が進  

められていたこと。所管児童相談所の働きかけがあったこと。  

・中心   子育て支援課（当時児童福祉課）家庭児童相談室職員及び家庭  

相談員   

○協議会（平成18年7月19日設立）  
・  （D法改正で設置が求められたこと  

②個人情報保護条例の制定など個人情報の取り扱いに格段の  

配慮が必要となったこと。  

・中心   子育て支援課が中心となり、分科会事務局を構成する教育委員  

会（非行分科会）と福祉事務所社会福祉課（D＞分科会）と共  

同で準備  

・備考   ネットワークがしっかり出来ていたので、協議会設置はネット  

時代にはなかった代表者会議の設置を含めてスムーズに進ん  

だ。  
②設立まで  

ネットワークの設置が比較的早く、モデルになる自治体も少なかったが、   

先進地の調査を行ったり、講師として招いて関係者が話を伺うなどした。   

③設立後当初  

設立までにあった過去の事例や失敗事例を含めて、ケース検討を繰り返し   

行い、その対応や関係者の連携のあり方についての共通理解を深めた。   

④1年目  

設立当初と同様、参加機関からの事例提供に基づくケース検討を実施し   

た。   

⑤2年目以降  

事例検討に加えて、各機関の業務内容を相互に知り合うための学習会や各   

種事業の先進地の取り組みを学ぶ機会などを設けた。  

病院関係者との合同研修会を持ったり、教員に対するアンケート調査を行   

うなどして関係機関への啓発と相互理解の強化を行ってきた。   

（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。  

（〇実務者闇の顔がつながり日々の連携がスムーズに進むようになった。   

②互いの機関の特性が理解できるようになり、連携がスピーディに進むよう  

になると共に、事案のたらい回しが無くなった。   

③継続して会議をもつなかで、防止や予防施策について事業提案ができた  

り、より地域特性にあったかたちの事業にできてきた。   

④関係機関上層部が日々のケース対応を含めて虐待に対する理解とネット  

ワークの大切さについて理解を深めてもらうことができた。  

．
・
▲
－
 
 
・
．
■
㍉
－
、
」
．
．
．
・
′
 
 

，
ノ
．
．
 
 
 
●
－
 
 

ヽ
 
 
 
 
 
ヽ
 
 

・
嚢
・
」
 
 
㌧
・
」
∪
㍉
－
－
川
い
一
－
ゾ
㌧
ゼ
t
．
1
 
 

t
l
＋
‘
 
1
 
 
 
 
】
．
〉
 

r
「
・
．
1
 
 

ヾ
 
 

「
J
 

．
ち
、
 
 
 

撞
い
小
ン
・
り
＝
 
 

∴
∴
 

ノ
勺
．
 

‥ 
．
J
 
。
J
一
．
．
1
＝
 
 

．
1
 
．
 
 

り
 
 

’ 
∵
沌
・
1
．
：
∴
ポ
如
来
 
 

3
 
 

■
 
 
 

－2卜  



（3）その他（他の市町村へのアドバイスなど）  
①日的は形式的な協議会設置にあるのではなく、実効あるネットワークの構  
築である。一機関や担当者が要綱案を作成して進めるのでなく、手間はか  
かるが関係者がきらんと論議して設立をすること。そのことそのものが  
ネットワーク作りである。  
②先進地に学ふ事は大切であるが、他所の自治体のものをそのままもってき  
てもうま＜いかない。その地域の風土や地土或性を考慮すること。先ずは地  
域の状況を確認して進めることが大切。  
③どこの市町村も「仕事は増え、人は増えない」状況にある。既存会議や組  
織の再編なども考慮を。  
④なんと言っても児童虐待の専門機関である「児童相談所」。市町村支援も  
その重要な仕事となっている。児童相談所の力を最大限借りると、その後  
の連携もうまくいく。  

4   ー22－  
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沼津市要保護児童対策地域協議会設置経過  

1．これまでの取り組み   

（1）沼津市児童虐待防止会議設置  

（∋設置  

②目的  

③構成機関  

平成12年4月1日（要綱による設置）  

児童虐待防止及び予防のための市レベルのネットワーク会議  

県 東部児童相談所 沼津警察署（少年サポートセンター）  

市 市民福祉部 子育て支援課 （こども相談係・子育て支援センター）  

健康づくり課（保健センター）  

教育委員会 学校教育課  青少年教育センター  

関係機関  主任児童委員連絡会  

子育て支援課（こども相談係）  

・毎月1回実務者会議を開催し、事例検討や各構成機関の共通理解   

を深めるための研修などを開催する。（予防的なものも視野に）  

・個別ケースネット会議は、子育て支援課か児童相談所主催により別   

途開催  

④事務局  

⑤内容  

（2）七者会議  

（D設置   

②目的   

③構成機関  

昭和50年 3月17日（前身となる会議の開始）  

非行少年に関する情報交換と協議  

国  静岡保護観察所沼津駐在官事務所  

県  県東部児童相談所 沼津警察署 （県東部教育事務所は退会）  

市  教育委員会  学校教育課  青少年教育センター  

市民福祉部  子育て支援課  

教育委員会青少年教育センター  

毎月1回実務者が非行事例についての情報交換を行う  

④事務局  

⑤内容  

2．要保護児童対策地域協議会設置に向けての検討   

（1）沼津市の場合、要保護児童対策地域協議会で取り扱う主要議題である「児童虐待」  

と「非行」については、それぞれ既存の会議が存在したため、それぞれの会議であ  

り方を検討。（17年度）  

両会議を「市要保護児童対策地域協議会」の中に位置づけることで合意。   

（2）実務者会議については、両会議とも実績があり特に問題がないため、両会議とも当  

面は継続開催することとする。  

（3）代表者会議については、両会議とも設置してこなかったことや構成機関が重複する  

ため、一つの会議とする。  

（4）DV（ドメスティックハ÷ィォレンス）については、その目撃による心理的影響が児童虐待の範晴  

の一つに定義されるなど関連領域であり、DVネットワークの設置も検討されている  

ため要保護児童対策地域協議会に包含する。  

（5）19年4月より事業開始予定の育児支援家庭訪問事業に伴い、その事業進行とケース  

管理のために育児支援部会を設置する。  

ー23－  



3．沼津市要保護児童対策地域協議会の構成図  

（1）構成機関  31  

（2）会議  年1～2回  

（3）事務局  子育て支援課  
1．要保護児童支援   

システム全体検討  

2．実務者会議から   

の報告と評価  

（1）非行部会  

1．構成機関  6  

2．会議  月1回  

3．事務局 青少年教育センター  

（2）児童虐待部会  

1，構成機関  8  

2．会議  月1回  

3．事務局  子育て支援課  

（3）DV部会  

当面、児童虐待部会に包含し  

て開催  

事務局は社会福祉課）  

（4）育児支援部会（19年4月設置  

予定）  

1．構成機関  4  

2．会議  月1回  

3．事務局 子育て・保健センター共  

催  

1．定例的な情報  

交換  

2．個別ケース検  

討会議から  

3．要保護児童の  

把握  

4．ケースの総合  

的な把握  

5．啓発活動  

1．個別の要保   

護児童の把   

握と問題点  

確言忍  

2．支援の経過  

報告及び評  

価・情報共  

有  

3．援助方針確  

立と役割分  

担決定  

4．事例の主担  

当機関の決  

5．援助支援方  

法・スケジ  

ュール決定  

ケースネット会議  

1．開催目的   

個々のケースについての関   

係者協議  

2．会議  

ケース状況により適宜開催   

（原則地域開催）  

3．構成員  

当該ケー ス援助に関係ある  

団体・個人  

4．主催者（事務局）  

ケース状況による  

（会議開催把握は子育て支  

援課）   



沼津市要保護児童対策地域協議会設置要綱  

平成18年7月19日  

告示第164号  

（設置）  

第1条この要綱は、盟卿3に規定する要   

保護児童の早期発見と適切な保護を行うこと及びドメスティックリベイオレンス（以下「DV」という。）によ   

り保護する必要が生じ又は必要が生ずるおそれのある児童（以下「DV被害児童」という。）への適切な   

対応を行うため、法第祁条の2第1項の規定により沼津市要保護児童対策地域協議会（以下「協議   

会」という。）を設置する。  

（協議事項）  

第2条 協議会の協議事項は、次の各号に定めるものとする。  

（1）要保護児童及びその保護者並びにDV被害児童及びその保護者（以下「要保護児童等」という。）の   

情報交換に関すること。  

（2）要保護児童及びDV被害児童の適切な保護を図るために必要な情報交換に関すること。  

（3）要保護児童及びDV被害児童に対する支援内容に関すること。  

2 前項に規定する要保護児童等に関する情報は、次に掲げるものとする。  

（1）虐待に関する情報  

（2）遺棄、迷子に関する情報  

（3）養護に関する情報  

（4）障害に関する情報  

（5）非行に関する情報  

ア 不良行為に関する情報  

イ ぐ犯行為に関する情報  

り 触法行為に関する情報  

（6）育成に関する情報  

ア 育児・しつけに関する情報  

イ ひきこもりに関する情報  

（7）保健に関する情報  

（8）学校に関する情報  

ア 生徒指導に関する情報  

イ 不登校に関する情報  

（9）DVに関する情報  

ア 配偶者からの暴力に関する情報  

イ 被害児童保護に関する情報  

（10）その他児童の保護及びDV事案に対する対応に必要な情報  
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（構成員）  

第3条 協議会の構成員は、別表第1に掲げる関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に   

従事する者その他の関係者（以下「関係機関等」という。）によるものとする。  

（調整機関）  

第4条 法第25条の2第4項に規定する要保護児童対策調整機関  （以下「調整機関」という。）は、沼津市   

市民福祉部子育て支援課とする。  

2 調整機関は次の業務を行う。  

（1）協議会に関する事務の総括  

（2）協議会の議事運営  

（3）協議会の議事録作成及び資料の保管  

（4）支援の実施状況把握及び関係機関等との連絡調整  

（5）関係機関等による支援の実施状況の把握  

（6）把握した支援の実施状況に基づく関係機関等との連絡調整及び個別ケース検討会議におけるケー   

ス検討の調整  

（会議）  

第5条 協議会に、次の会議を置く。  

（1）代表者会議  

ア 会議の構成員は協議会構成員の代表者により構成する。  

イ 本会議に会長を置き、沼津市福祉事務所長をもって充てる。  

り 本会議は、次の事項を協議する。  

（ア）要保護児童及びDV対策事業の総括  

（イ）実務者会議の活動に対する指導助言  

工 会議は、会長が招集する。  

（2）実務者会議  

ア 会議の構成員は、実際に児童虐待又はDVの相談及び援助にあたっている者により構成するものと   

し、別表第草に定める。  

イ 本会議は次の事項を協議する。  

（ア）要保護児童又はDV被害児童の実態把握及び支援を行っている事例の総合的な把握  

（イ）要保護児童対策又はDV被害児童対策を推進するための啓発活動  

（ウ）協議会の年間活動計画の策定と代表者会議への報告  

り 本会議は、．年間会議計画に基づき概ね月1回開催するものとし、会議の内容によっては、分科会形   

式をとることができる。  

（3）個別ケース検討会議  

ア 会議の構成員は、個別の要保護児童及びDV被害児童の案件に直接かかわりを有している各機関   

の担当者、関係者及び実務者会議の構成員とする。  

イ 本会議は、次の事項を協議する。  

－26・－   



（ア）要保護児童及びDV被害児童の状況把握と問題点の確認  

（イ）支援の経過報告及び支援に必要な情報の交換  

（ウ）支援方針の確認と役割分担の決定  

（エ）事案の主担当機関の確認  

（オ）次回会議の開催必要性検討と日程設定  

り 開催  

個別ケース検討会議は、必要に応じ随時開催するものとし、主たる担当機関又は調整機関が招集   

する。  

（守秘義務）  

第6条 法第25条の5の規定に基づき、協議会の構成員（団体、個人を問わない。また、構成員であった   

者を含む。）は、正当な理由がなく協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（補則）  

第7条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が別に定める。   

付 則  

この要綱は、公示の日から施行する。   

別表第1（第3条関係）  

．
 
 

関係機関等の名称   

及  

lび地  

冨  
静岡県東部健康福祉センター  

静岡県東部児童相談所  

1  

沼津警察署  

l  

沼津市市民福祉部社会福祉課  

l  

沼津市市民福祉部子育て支援課  

】  
沼津市市民福祉部障害福祉課  

】  
沼津市市民福祉部健康づくり課  

1  

沼津市教育委員会学校教育課  

】   
沼津市教育委員会青少年教育センター  

沼津市消防本部   

人  沼津医師会  

沼津市歯科医師会  
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沼津市寺   

ファミリー  

社会福祉協議会  

手  

県∃  

市車  

市耳  

‡  

J、中学校PTA連絡協議会  

市ネ  

市う  

t  

市j  

市三  

市う  

ヰ  

市プ  

－・サポートセンター  

会議において適当と認める機関  

別表第2（第三ヨ条関係）  

署   

‡ 職  

10   
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ネット  

；交方市  協議会   

3，666人   子ども   

（H17．4．1現在）   

ワーク設置年月日：H12．2  

設置（移行）年月日：H17．4  

人口：40、  の数（15歳末満）：72，118人  

（H17．4．1）  

調整機関（中心的な職員＝◎）   

調整機関の担当課：福祉部子育て支援室相談入所担当グループ、2名  

◎家庭児童相談室 相談員  常勤・専任  

事務職員  常勤・兼任  

協議会の構成・平成18年度の会議開催数（見込み）   

○代表者会議：年2回   

○実務者会議：12回 内実務者メンバー夏期研修1回を含む   

○運営会議 ：11回  

協議会メンバー   

代表者：子ども家庭センター【児相】、保健所、子育て支援室、障害福祉室、  

保健センター、市民病院、教育委員会（児童生徒課、青少年課）枚  

方警察、枚方消防組合、私立保育園園長会、私立幼稚園園長会、  

松心園、弁護士  各機関の課長職 子育て支援室は室長、福祉事  

務所長（福祉部長）   

実務者：虐待対応課ケースワーカー（子ども家庭センター【児相】）  

保健師（保健所）、室長・課長・事務職員・家庭相談員（子育て支援  

室）、ケースワーカー（障害福祉室）、保健師・心理相談員（保健  

1zンター）、小児科医長・ケースワーカー（市民病院）、指導主事  

（教育委員会 児童生徒課）留守家庭児童会室担当事務職員（教育  

委員会 青少年課）   

運営会議：虐待対応課ケースワーカー（子ども家庭センター【児相】）  

保健師（保健所）、室長・課長・事務職員・家庭相談員（子育て支援  

室）   平成19年度より保健センター保健師も参加予定  

（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  

（どのようにレベルアップを図ってきたのか。）  

①設立まで   

○国のエンゼルプラン、大阪府の子ども総合ビジョンをふまえて、平成  

10年に「枚方市子ども育成計画～子どものえがおいきいきビジョン」  

を策定。その中の施策目標の1つとして「子どもの人権擁護の推進」が  

あり、それを受け、庁内関係課による「子育て支援推進会議」が数回開  
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かれた。その中で、特に児童虐待は最重要課題であることを認識された  

あと、枚方市児童虐待問題連絡会議設置要綱によって会議を発足した。  

②設立後当初   

○初回は、代表者会議で、弁護士による「虐待防止を市町村でどう考える  

か」などを中心に講演してもらい、各代表者からそれぞれの機関におけ  

る児童虐待への関わりと機関の役割について、自己紹介を兼ねて報告し  

てもらった。   

○会議の内容については、事務局3機関【現・運営会議】で、会議の運営  

や方向性を話し合う会議を、事前に行った。   

○実務者会議では、各機関の役割について1回につき3機関ほど限定して、  

丁寧に報告をしてもらった。それによって、機関の役割のほか、機関の  

現状や限界、課題などが明確になった。また、「なぜ、こうしてくれな  

いのだ」とわからずに機関を責めるのではなく、相手の立場や難しさを  

理解できるようになったと思われる。  
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③1年目   

○教育機関については、児童虐待がなかなか馴染みがなく、意識を高める  

ためにも、小学校の事例を中心に、会議で取り扱った。  

④2年目以降   

○多問題家庭やネグレクトの乳幼児の子どものいる家庭への援助を中心  

に、ケース検討を行った。その中から、虐待を要件として保育所入所を  

することを、代表者会議に提言し、実務者会議の中で承認されたケース  

についての保育所入所が可能となった。   

○虐待を要件とした保育所入所に関しては、2～3年ごとにケースの見直  

しを行い、保育所入所したことによって改善したところと問題点として  

残っているところなどを明確にし、より適切な保育所のあり方や役割に  

ついて検討している。   

○メンバーは、障害福祉室と市民病院が途中から参加することとなった。  

基本的には公的機関に限り、虐待に関して責任を持ら、実際にケースに  

関わる機関を対象とした。これは、参加機関が増えすぎて、十分に討議  

ができなくなることを防ぐためである。テーマに応じて、学校、民間・  

N POなどの参加も呼びかけている。   

○年に1回程度、「日頃疑問に思うことを話し合う」「会議の進め方につ  

いて」など、思いを語り合う時間を設けてきた。特に制度や法律の改正  

によって、常に変化を続ける状況であるため、機関への不信感や会議へ  

の不満感を表面化させ、前向きに会議が行えるように工夫している。   

○年度の初めに、1年間のテーマを一応きめている。たとえば、「規支援」  

「かかわりの困難な保護者への対応」など。  
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○平成14年度と17年度には、関係機関に対する意識調査と現状の把握の   

ために．、アンケート調査を行い、枚方市のニーズに応じた市独自のマニ   

ュアルの作成と改正を行った。アンケートの対象は、子どもに関わる教   

育機関・保育所などの施設、病院・医院、民生委員など職員全員を対象   

とし、そのことが全体への啓発にもつながったと考える。  

（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。   

○協議会lこ関しては、あくまでも「虐待とその予防」を主眼に置き、虐待  

の延長線上での様々な問題は含む毛のとしたが、非行や障害に関して  

は、既にある会議で検討するものとした。それは、課題の分散化や問題  

のあいまいさを防ごうとしたものである。また、名称も引き続き「児童  

虐待問題連絡芸議」を使用することとした。   

○以上のことからも、大きな変化はないが、市の責任において虐待防止に  

努めることが明確になった。児童相談所との役割分担など、戸惑うこと  

も多いが、運営会議などを用いて、主な機関が話し合いを重ねてきてい  

る。  

14   ー32－  



虐待通報・連絡及び  虐待ケースにおける子育て支援室での対応の流れ  

市民からの通報  

子育て支援室  

対応検討会議  
ヤ、 、ここ－、 、l  
、－、、（1）緊急性の判断、及び重症度の確認  

＼  
ヽ  

l  

l  

l  

l  

（2）子家センヘの通報・連絡の必要性  

（3）今後の対応方法等、対応について検討  

子家センヘの通報  l‾－‾‾‾‾‾‾■■－－－－一一－－－  

；記録票室長決裁へ； l 
－ －・－・－ ▼－－ 一－ ▼ ■■■一 ＿ ＿．＿ ＿＿一  

ケース会議  

※各1名＋受理者の3名以上で開催   

できるだけ把握日中に行う   

関係機関・保育所等での見守りと経過観察  

‾‾‾ 
l   

ー（1）継続ケ‾スの対応についての確認・検討； －・ヾ－、、l  
＼＼、（2）室での虐待ケース対応の問題点について！ l 

‾‾‾‾‾仙二「∵‾‾‾‾－‾‾‾‾…‾J  
；決裁へ；  

定例対応検討会議  



1巳童虐待の発見カ、ら援助までの連携体希リ   



機 関  

虐プ等カl古／P  情報収集（2）  

（例）  

・慮訝（貸借劫ゆ容■・勝  

・腰き」訝り  

「デど古ぃ居合仁よって毎甥訂  

■腰i鼠。家娩絶好  

・′エ号：f∵－  

相談・報告   

（1）  

虐待対応担当者（3）  

・斉貴紙芳  

・チェック好∂ハの以  
相談・報告  

●  

●   

●  

●  

●  

●  

●   

●   

●  

●  
●  
●  

一石之り／′－⊂フー∠7  

＊「各機関内部での流れ」の   

説明は次ページ  
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（説明）  

（1）匝垂  虐待問題については、一人で抱え込まず、職場全体で考えていくことが大切です。  

虐待を疑ったら、まず、職場の虐待対応担当者や上司に相談・報告を行います。  

（2）匝重要必要な情報収集を行います。  

できるだけ複数で対応し、必ず記録を残すことが大切です。  

※ 記録については次のことに注意して＜ださい。  

年月日、時間、虐待の状況について起こった経過を追って記録します。傷などについて  

は、大きさ・色・傷の部位など図などに書いて詳し＜、また、体調の変化、食事の様子な  

ど気になること、保護者がどのように説明した力＼子どもがなんと言っているかなどにつ  

いても記録に残しておきます。  

虐待を疑ったら、気になることは記録をとると重要な判断の材料になります。  

市民から通報があった場合  
l  

I   

… 市郎、らの通報の場合、通報者のプライバシーは守られること・行政が責任を持っ；  
：て対応することを伝え、今後の情報提供などの協力をお願いするとともに、勇気ある：  
】 

：通報についてお礼を述べます0また、通報の内容から緊急対応が必要と判断される場；  
：合は、中央子ども家庭センター等と連携し、対応することを通報者に対して伝えます。：  
：夜間などにおいて危機的な状況が見られるときは、最寄りの警察署、あるいはチヤ：  

l  

l                ＿ ．．＿一．＿．．⊥、 ．． ．．【【 ‥ ＿ －．⊥．【．．＿【 T＿＿ ■ イルドレスキュー110番、中央子ども家庭センター内夜間・休日虐待通告専用電話・ t、l  

：に通報してもらうよう依頼します。  
l  

1                                                               ■ ■ ■■ ■ ■■■－ ■■ ■ ■ － ■ ■ － －■ ■ 一・－・・■一 一 ■－ －・■ － － ■■ －■ － －・・－－ －－ － －・・・・一 － － － ■－ － － － －■ － － 一 一 － － －■ ■・－ － －・－ ■■一 － － － －・－ － －－ － － 一■  

保育所（園）・学校園等においては主任保育士・生徒指導担当者など、その他  （3）  

の機関においては児童虐待問題連絡会議実務者会議の構成員などの中から各機関ごとに「虐待  

対応担当者」を配置します。   

※虐待対応担当者には次のような役割があります。  

① 虐待の疑いを持った職員から相談を受ける。  

② 子どもに関する必要な情報収集を行なう。   

③ 管理職に相談・報告を行い、共に担当課および中央子ども家庭センター等の他機関に  

相談を行う際の窓口となる。  

職場において共通理解を図り、対応について協議します。その際、必要な情  （4二）機関内会議・協議   

幸馴ま共有化しますが、プライバシー保護については充分注意することが必要です。  

保育所（園）・学校園等は担当課に相談します。  （5）担当課への相談  

密通告・相談後、関係機関と連携して子どもを支援していくことになります。  （6）  

通告・相談したことについては、担当課へ達紹します。  

見守り・経過観察は継続していきます。  

－36－  18   
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所属機関・発見機関  

（1）機関内での検討  
虐待か古P   

■ 枚方市子育て支援室   

（家庭児童相談室）  

児童の保護（5）  

●
 
 
●
 
 
●
 
 
●
 
 
●
 
 

●
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●
 
 

●  

：
：
：
：
ト
■
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■ 中央子ども家庭センター  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●  

●   

●   

●  

●  

●
●
●
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 （6）機関連携  

榊会芽  （瑚  
j之っ′′－⊂フー∠7  ●  
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彪＝財ケース会意の上野盾 （7）  

ネットワークでの役割分担と支援の実施（8）  

＊「相談・通告後の流れ」の   

説明は次ページ  
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一＿ 

機関内での検討 気になる児童を見つけた時は、機関内等で検討してください。  （1）  

見守りと経過観察  見守りと経過観察は、どのような状況においても大切で、所属機関の重要な  （2）  

役割になります。所属がない場合は、ケース会議等を通じて、役割を決めて行くことが必要で  

す。  

見守り・経過観察をおこなっていく中で、今後の指導・援助についての助言が必要  （3）  相談・通   

と感じた時、あるいは、危険性が高いと思った場合は、枚方市子育て支援室（家庭児童相談室）、  

中央子ども家庭センターに相談をおこなってください。  

（4）匝垂相吉炎を受けた枚方市子育て支援室（家庭児童相談室）、中央子ども家庭センターでは、所  

属機関・発見機関に対して、指導・援助への助言をおこないます。  

大きなケガや生命に危険が及／ぶと考えられる等、緊急性が高いと判断した場合は、  

中央子ども家庭センターが直らに児童の保護をおこないます。  

相談を受理した機関より、関係機関に対して、情報の提供等の協力を依頼する場合が  機関連携   （6）  

あります。児童虐待問題連紹会議の実務者会議では、情報交換やケースの総合的な把握を行っ  

ていきます。又、定期的に全ケースの管理を行い、各機関の見守り状況を確認します。  

個別ケース会議】所属機関・発見機関だけでの対応が困難な場合は、関係機関が集まりケース会  （7）  

議を開催します。この時の主な目的は、「危険度やケース概要を共有する」「役割分担を決め支  

援を実施する」ことです。招集については、枚方市子育て支援室（家庭児童相談室）、中央子ど  

も家庭センターに相談してください。  

《個別ケース会議のポイント》   

・ケースの状況を報告し合い、概要を共有する。   

・緊急度や虐待の重症度を決定する。   

・機関ができる具体的な援助内容を出し合い、役割分担を確認し合う。   

・緊急時の対応と情報を取りまとめる機関等について、決定を行なう。  

ネットワークでの役割分担に墨つき支援を実施します。この時に、それぞれの機関  

は、自分の役割分担については責任を持って協力します。また、所属機関・発見機関の役割は  

「危険度の判断」「児童の観察（モニタリング）」「保護者に対する指導及び支援」になります。  

－38－－  20   



枚方市児童虐待問題連絡会議設置要綱  

〔 

平成18年6月15日制定  

枚方市要綱第 65 号   
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（設置）  

第1条 枚方市における児童虐待に係る事例について、地域の各関係機関等の連携及び連絡を密に   

して対応するため、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第25条の2に規   

定する要保護児童対策地域協議会として、枚方市児童虐待問題連絡会議（以下「連絡会議」とい   

う。）を置く。   

（所管事項）  

第2条 連絡会議の所管事項は、次のとおりとする。  

（1）被虐待児童の発見からサポートに至るシステムについて検討すること。  

（2）被虐待児童の実態を把握すること。  

（3）被虐待児童に対する具体的援助の内容について意見交換を行うこと。  

（4）児童虐待に係る啓発活動を行うこと。  

（5）被虐待児童に係る連絡調整を行うこと。   

（構成員）  

第3条 連絡会議は、次に掲げる機関等の代表等をもって構成する。  

（1）枚方市福祉事務所  

（2）枚方市福祉部子育て支援室  

（3）枚方市福祉部障害福祉室  

（4）枚方市立保健センター  

（5）枚方市教育委員会  

（6）市立枚方市民病院  

（7）大阪府中央子ども家庭センター  

（8）大阪府枚方保健所  

（9）地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪府立精神医療センター松心園   

㈹ 枚方警察署   

㈹ 枚方寝屋川消防組合   

仕2）枚方市医師会   

仕3）枚方市民生委員児童委員協議会   

㈹ 枚方市私立保育連絡協議会   

且5）枚方市私立幼稚園園長会   

㈹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める機関等  

2 前項に規定するもののほか、弁護士その他市長が適当であると認める者は、連絡会議の構成員   

とする。  
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（会議の種類）  

第4条 連絡会議は、代表者会議及び実務者会議に分ける。  

2 代表者会議は、前条第1項各号に掲げる機関の代表者及び同条第2項に規定する者のうち市長   

が適当と認めるもので構成し、第2条の所管事項のうち総括的事項を担当する。  

3 実務者会議は、前条第1項各号に掲げる機関の実務担当者及び同条第2項に規定する者のうち   

市長が適当と認めるもので構成し、第2条の所管事項のうち具体的事項を担当する。   

（会議の運営）  

第5条 代表者会議及び実務者会議にそれぞれ座長を置き、構成員の互選により定める。  

2 代表者会議及び実務者会議は、座長が招集する。  

3 座長は、会議の進行を担当する。  

4 座長に事故があるときは、座長があらかじめ指名するものが代行する。   

（運営会議）  

第6条 代表者会議及び実務者会議の円滑な運営を図るため、連絡会議に運営会議を置く。  

2 運営会議は、第3条第1項第2号、第7号及び第8号の機関の職員で構成する。  

3 運営会議は、代表者会議及び実務者会議の運営に関し、必要な事項について協議を行うものと   

する。   

（個別ケース検討会議）  

第7条 個別具体的な児童虐待の事象に迅速かつ柔軟に対応するため、個別ケース検討会議を置く   

ことがある。  

2 個別ケース検討会議は、必要に応じて、対応する事象について運営会議に報告するものとする。   

（二守秘義務）  

第8条 代表者会議、実務者会議、運営会議及び個別ケース検討会議を構成する者は、正当な理由   

がなく、当該会議（所管事項の遂行に伴う活動を含む。）を通じて知り得た秘密を漏らしてはな   

らない。   

t二要保護児童対策調整機関）  

第9条 法第25条の2第4項の規定により指定する要保護児童対策調整機関は、枚方市福祉部子   

育て支援室とする。   

・こ補則）  

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。  

附 則  

1 この要綱は、制定の日から施行する。  

2 枚方市児童虐待問題連絡会議設置要綱（平成17年枚方市要綱第27号）は、廃止する。  
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ネットワーク設置年月日：H2．11  

協議会設置（移行）年月日：H18．2．27  大阪府門真市  
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 人口：133，924人  

（H19．3．1現在）  

子どもの数（15歳末満）：18，842人  

（19．3．1現在）  

調整機関（中心的な職員＝◎）   

調整機関の担当課：健康福祉部子ども育成室子育て支援課、5名  

◎職員A ケースワーカー 常勤 ・兼任  

職員B 保健師  

職員C 認定心理士  

職員D 社会福祉士  

職員E 相談員  

常勤 ・兼任  

非常勤・兼任  

非常勤・兼任  

非常勤・兼任  

協議会の構成およびメンバー   

◎協議会の構成は、別紙「門真市要保護児童連紹調整会議設置要綱」を参照。  

平成18年度会議開催数（見込み）   

○代表者会議  1回   

○実務者会議  15回   

○個別ケース会議 23回  

（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  

（どのようにレベルアップを図ってきたのか。）  

（む設立まで：   

○平成2年11月、大阪府の「被虐待児地域処遇モデル事業」（以下、「モ  

デル事業」という。）のモデル市指定を受け、『要保護児童処遇調整会  

議』が発足。   

○モデル事業は、大阪府が昭和63年に実施した被虐待児童のケアに関す  

る調査により作成された「被虐待児の早期発見と援助のためのマニュア  

ル」に墨っき、①児童虐待の発生予防、早期発見、早期処遇のためのシ  

ステム作り、②児童虐待に関する啓発を行うということであった。   

○児童相談所、保健所、家庭児童相談室の担当者は、モデル事業の間だけ  

でなく、地道に長続きするような、実際に役に立つ会議にしたいと考え  

た。  
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②設立後当初：   

○市の実態把握から始め、3機関で関わっている事例を「虐待ではない  

か？」という視点で見直した。身体的虐待だけでなく、育児下手や養育  

不安の大きい親、養護相談の中のネグレクトなど、虐待を幅広く考えて  

事例を詳細に検討したところ、各機関によってあがってくる事例に特徴  

があり、事例の見方、対応の仕方に違いがあることがわかり、視野を広  

げることができた。また、問題が複雑に紹み合っている事例など、1機  

関では担いきれないことがわかり、ネットワークの必要性が実感され  

た。この作業の中で、児童虐待を見る目が徐々に養われてきた。   

○平成4年度のモデル事業終了後も、事業を継続し、大阪府こころの健康  

総合センターのオブザーバー参加も得るなど、関係者の技術の向上や日  

常的な援助システムの確立を目的として、月1回の定例会議を開催。  

③経過   

○平成7年度には、事業継続のために「門真市要保護児童処遇調整会議設  

置要綱」（平成7年12月1日施行）（以下、「処遇調整会議」という。）  

を定め、事務局は児童課家庭児童相談室が担った。   

○同年、より幅広い関係機関との広域的な連携を深め、地域特性や実態に  

即した予防発見からサポートに至るシステムの構築を目指して拡大会  

議も開催した。参加機関は、医師会、警察署、消防署、民生委員児童委  

員、社会福祉協議会、学校、幼稚園、保育園、市関係者（福祉政策課、  

健康増進課、児童課、保護課、障害福祉課、教育委員会）、保健所、子  

ども家庭センター、こころの健康総合センター等である。連絡調整は保  

健所が行った。   

○平成15年度に、構成機関に教育委員会を加え、会議名称を「門真市要  

保護児童連絡調整会議」に改正した（平成15年4月1日施行）。   

○平成17年4月に児童福祉法が改正され、市町村が児童虐待の通告窓口  

となり、児童家庭相談に応じることが市の業務と明記されたことを受け  

て、児童虐待防止ネットワークを、児童虐待の予防と早期発見、早期支  

援を目的に、要保護児童対策地域協議会へと移行した。（会議名称は変  

更なし）設置要綱は平成18年1月23日施行  

④協議会への移行1年目：（平成17年度）   

07月に実務者による会議において、児童福祉法改正に伴う市町村の役割  

について研修を実施、協議会化について検討した。前述のとおり、平成   

18年1月23日より門真市要保護児童達紹調整会議設置要綱を施行  

し、平成18年2月27日代表者会議の開催をもって移行目とした。   

○代表者会議では、門真市の児童虐待についての実態報告、「児童福祉法  

改正における市町村及び関係機関等の役割」というテーマでの講演、参  

加機関の一部からの報告を行った。  
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○関係機関で情報を共有するケースの台帳を作成し、状況を把握するた   

め、「要保護児童対策地域協議会（市町村虐待防止ネットワーク）個別   

ケース検討会議のための在宅アセスメント指標シート」（在宅アセスメ   

ント研究会：加藤昭子他）を門真市用に改訂し、各機関がアセスメント   

票をもらよることとした。また、それらの情報を電子データ化し、デー   

タベースで管理（アセスメントを含む）するようにした。アセスメント   

票の記載については、研修を実施した。  
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⑤2年目：（平成18年度）   

○実務者会議では、ほぼ毎月ケースの進捗状況を把握した。支援の必要な  

ケースを見落とすことのないよう、アセスメントの程度順に名簿管理す  

るなど、効率的で有効な進捗管理を試行した。   

○実務者会議では、ケースの進捗管理のほか、スーパーバイザーをまねい  

た事例検討（4回）、「在宅アセスメント指標シートの活用について（加  

藤昭子講師）」などの児童虐待防止スーパーバイス研修（3回）、市民   

向けの「CAP（子どもの暴力防止プログラム）研修会」などの児童虐  

待防止啓発研修（3回）を実施した。   

○代表者会議では、「地域における子育て支援～虐待予防に新しい視点を   

～（原田正文講師）」というテーマで講演、門真市の児童虐待の現状報  

告、各機関からの活動報告などを行った。  
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（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。   

○前述のとおり、各関係機関で児童虐待事例としてあげる事例には特徴が  

あり、虐待を捉える見方やかかわり方に違いがあることがわかった。そ  

のことにより、視野が広がったり、多様な支援が可能になった。   

○また、市内の主要な関係機関とのつながりができ（代表者会議など）、  

虐待の通告がスムーズになった。  

（3）その他（他の市町村へのアドバイスなど）   

O「子どもが虐待を受ける前に、親が虐待に至る前に支援する施策や体制  

を整えることが大切である。」ということを、各機関で確認しあうこと  

で、会議の意義が明確になると思う。   

○多くの目で見守ることが必要であり、機関連携が必要不可欠であること  

が多くの機関に理解されつつあるので、各機関の職員同士が顔を合わせ  

るなど、できることからまず始めることが大切だと思う。  
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関係機関による援助の流れ  

・緊急対応  

保護（施設入所等）：  
分離による支援   

l  
l  

子ども家庭センター  
入院（医療機関）王  

保護者指導L－－－－－－－－－t－－j  

家族関係調整  
芋保護児童連絡胡僧会濃  

○実務者会議  

○個別ケース検討会議   

・相談  

t送致  告
絡
談
 
 

・調査依頼  

在宅支援  ・状況把握、問題点の確認   

・支援の経過幸艮告、評価、新たな情報の共有   

・援助方針の確立、担当者の役割分担の決定   

・主担機関、担当者の決定   
・援助及び支援計画の検討  

参加機阻   

一実務者  
子育て支援課 家庭児童相談室  

健康増進課  

教育委員会  

子ども家庭センター  

保健所  

・関係機関  

・関係機関の  

召集  子育て支援課  
家庭児童相談室  

・モニタノング（見守り）  

・関係機関と綿密に連絡を取り合う  

・定期的に支援の経過・内容チェック  

・会議の招集   

・初期調査と安全確認   

訪問   

面接  

・虐待かどうかの判断  

・援助方針の決定  

・連絡調整  



門真市要保護児童連絡調整会議設置要綱   
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（設置）  

第1条 要保護児童（児童虐待防止等に関する法律（平成12年法律第82号）第2条   

に規定する児童虐待を受けた者をいう。以下同じ。）の早期発見及びその適切な   

保護を行うにつき、地域の各関係機関の連携及び連絡を密にして対応するため、   

児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）第25条の2第1項に規   

定する要保護児童対策地域協議会として、門真市要保護児童連絡調整会議（以下   

「要保護会議」という。）を設置する。   

（所掌事務）  

第2条 要保護会議は、次に掲げる事項を所掌する。  

（1）児童虐待に関する情報交換並びに関係機関の連携及び協力の推進に関するこ  

と。  

（2）児童虐待に関する広報及び啓発活動の推進に関すること。  

（3）前2号に掲げるもののほか、前条の設置日的を達成するために必要と認める事  

項に関すること。   

（会長及び副会長）  

第3条 要保護会議に、会長及び副会長を置く。  

2 会長は、門真市健康福祉部部長の職にある者とし、副会長は、門真市健康福祉部   

子ども育成室子育て支援課長の職にある者とする。  

3 会長は、要保護会議の会務を総理し、要保護会議を代表する。  

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代   

理する。   

（組織）  

第4条 要保護会議は、次に掲げる会議によって組織する。  

（1）代表者会議  

（2）実務者会議  

（3）個別ケース会議  
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（代表者会議）   

第5条 代表者会議は、別表第1に掲げる機関及び団体の代表者で構成するものと  

する。  

2 代表者会議は、実務者会議が円滑に機能するよう環境整備を行うため、次に掲げ   

る事項について協議する。  

（1）要保護児童の支援に関するシステム全体に関すること。  

（2）実務者会議からの要保護会議の活動状況の報告及び評価に関すること。  

（3）前2号に掲げるもののほか、代表者会議の設置目的を達成するために必要と認  

める事項に関すること。  

3 代表者会議に座長を置き、会長をもって充てる。  

4 座長に事故あるときは、あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代理する。  

5 代表者会議は、原則として年1回座長が招集するほか、必要に応じて招集するこ  

とができる。   

（実務者会議）   

第6条 実務者会議は、別表第2に掲げる機関の実務者で構成するものとする。  

2 実務者会議は、要保護活動を実際に行っている者の知識及び経験を要保護児童の   

支援等に関する施策に反映させるため、次に掲げる事項について協議する。  

（1）定期的な情報交換及び個別ケース会議で課題となった点の更なる検討に関する  

こと。  

（2）要保護児童の実態把握及び支援を行っている事例の総合的な把握に関すること。  

（3）要保護児童対策を推進するための啓発活動に関すること。  

（4）要保護会議の年間活動方針の策定及び代表者会議への報告に関すること。  

（5）前各号に掲げるもののほか、実務者会議の設置目的を達成するために必要と認  

める事項に関すること。  

3 実務者会議に座長を置き、門真市健康福祉部子ども育成室子育て支援課の職員を  

もって充てる。  

4 座長に事故あるときは、あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代理する。  

5 実務者会議は、原則として月1回座長が招集するほか、必要に応じて招集するこ  

とができる。  
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（関係者の出席等）  

第7条 代表者会議及び実務者会議の座長は、必要があると認めるときは、関係者   

の出席を求めて意見若しくは説明を聴き、又は書類の提出を求めることができる。   

（個別ケース会議）  

第8条 個別ケース会議は、当該事例に関し総合的な協議を行うために必要な別表   

第1に掲げる機関及び団体の実務者及び関係者で構成する。  

2 個別ケース会議は、個別の要保護児童に関する具体的な支援の内容等を検討する   

ため、次に掲げる事項について協議する。  

（1）個別の要保護児童の状況の把握及び問題点の確認に関すること。  

（2）個別の支援の経過報告及びその評価並びに新たな情報の共有に関すること。  

（3）個別の援助方針の確立及び担当者の役割分担の決定並びにその共有に関するこ  

と。  

（4）個別の要保護児童を主として担当することとなる機関及び担当者の決定に関す  

ること。  

（5）個別の要保護児童に係る援助及び支援計画の検討に関すること。  

（6）前各号に掲げるもののほか、個別ケース会議の設置日的を達成するために必要  

と認める事項に関すること。  

3 個別ケース会議に座長を置き、門真巾健康福祉部子ども育成室子育て支援課の職   

員をもって充てる。  

4 座長に事故あるときは、あらかじめ座長の指名する委員がその職務を代理する。  

5 個別ケース会議は、座長が必要に応じて招集する。  

6 市長は個別ケース会議の設置日的を効果的に達成するため必要があると認めると   

きは、第1項の規定により構成された実務者及び関係者以外の者に対し、個別ケー   

ス会議に出席を求めて意見を聴くことができる。  

7 座長は、会議で調整した支援の内容等を必要に応じて実務者会議に報告するもの   

とする。   

（名簿の作成）  

第9条 市長は、第4条各号に掲げる会議を開催したときは、当該会議に出席した   

者の所属する機関及び団体の名称並びに氏名を登載した名簿を作成し、保管しな   

ければならない。  
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（守秘義務）  

第10条 代表者会議、実務者会議及び個別ケース会議に出席した者は、正当な理由   

がなく、当該会議（所管事項の遂行に伴う活動を含む。）を通じて知り得た秘密   

を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。   

（要保護会議の調整機関の指定）  

第11条 法第25条の2第4項の規定により指定する要保護児童対策調整機関は、門   

真市健康福祉部子ども育成室子育て支援課とする。   

（細目）  

第12条 この要綱に定めるもののほか、要保護会議の運営に関し必要な事項は、市   

長が別に定める。  

附 則   

（施行期日）  

1 この要綱は、平成18年1月23日から施行する。   

（門真ホ要保護児童連絡調整会議要綱の廃止）  

2 門真市要保護児童連絡調整会議要綱（平成7年12月1日施行）は、廃止する。  

附 則  

（施行期日）  

1 この要綱は、平成18年6月16日から施行する。  

附 則   

（施行期日）  

1 この要綱は、平成18年12月28日から施行する。  
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別表第1（第5条、第8条関係）  
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別表第2（第6条関係）  
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ネットワーク設置年月日：H14．11．11  

児童健全育成支援システム「こどもすこやか  

ネット」に移行：H16．7．21  

協議会設置（移行）年月日：H18．1．12  

兵庫県明石市  

人口：292，081人  

（H19．tl現在）  

子どもの数（15歳末満）：43，474人  

調整機関（中心的な職員＝◎）   
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協議会の構成   

○児童健全育成支援システム（こどもすこやかネット）の全体会（青少年問  

題協議会を全体会として位置つけている。）、支援策検討所属長会議、支  

援策検討実務者会議を要保護児童対策地土或協議会と位置づけている。  

○モデルのいわゆる代表者芸議、実務者会議、個別ケース会議にあてはめる  

と、代表者会議＝全体会、実務者会議＝支援策検討所属長会議、個別ケー  
ス会議＝支援策検討実務者会議となる。   

平成18年度会議開催数（見込み）   

○全体会（青少年問題協議会）：1回   

○所属長会議：6回（2か月に1回）   

○実務者会議：32匝】（必要があれば随時開催）  （21ケース）  

協議会メンバー  

◎全体会：行政機関、学識経験者、市議議員など  
○行政機関：市長、助役、教育長、市関係部長、明石警察署長、公  

共職業安定所長、こども家庭センター所長、明石健康福  

祉事務所長、神戸地方法務局明石支局長、幼稚園代表、  
小学校・養護学校長代表、中学校長代表、高等学校長代  

表   

○学識経験者：商工会議所代表、青少年地区愛護協議会代表、連合自  

治協議会代表、連合PTA、連合子ども会育成連絡協議  
会代表、民生児童委員協議会代表、青少年補導委員会代  

表、保護司会代表、医師会代表、高年クラブ連合会代表、  

保育協会代表など  

◎所属長会議： 市役所関係課の所属長（子育て支援課長、保育課長、  

学校教育課長、生活福祉課長、障害福祉課長など）、県  

の関係機関（こども家庭センター家庭支援課長、健康福  

祉事務所保健指導課長、明石警察署生活安全課長、少年  
サポートセンター所長）、医師会代表（精神科医）、民  
生児童委員協議会の代表  
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◎実務者会議： 所属長会議の構成課の実務担当者（ケースにかかわりの  

ある書中心）、ケースを担当する地区民生児童委員、主  

任児童委員、学校、幼稚園、保育所関係者、ケースにか  

かわりのあるヘルパー等事業関係者など  

（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  
（どのようにレベルアップを図ってきたのか。）   

①設立の手順（○：重点項目 ●黒丸の重点項自の詳細又は補足）  

○平成16年4月に健康福祉部こども室子育て支援課が新設され、平成  
14年に設置していた「児童虐待防止ネットワーク会議」を発展させ、  
児童虐待と少年非行に取り組む「児童健全育成支援システム（こどもす  
こやかネット）」を立ら上げた。  
●子育て支援課には、指導主事や警察OBを配置し、教育委員会（学校  
教育課、教育研究所、青少年育成センターなど）と十分な協議を行い、  
対象を児童虐待と少年非行、非行からみの不登校とした。  

○子育て支援課で運営方法や設置要綱を検討しながら、関係者への理解と  
協力を求めることに力を注いだ。  

○平成16年4月から順次、関係行政機阻や各種団体の長に概要説明と協  
力依頼を行い、その後、各種団体の理事会・役員会や中学校校長会、小・  
養護学校校長会、幼稚園長会、中学校生徒指導担当者会議、小学校生徒  
指導担当者会議で概要説明及び協力依頼を行った。  
週系行政機阻：県こどもセンター所長、明石警察署長、兵庫県警本  
部生活安全部長、青少年サポートセンター所長、県明石健康福祉事  
務所長、中学校代表校長、小・養護学校代表校長、生徒指導担当校  
長など  

堂皇頗団体の長：連合自治協議会会長、 高年クラブ連合会会長、連合  

こども会育成連結協議会会長、連合PTA会長、青少年補導委員会  
会長、商店街連合会会長、医師会長、保護司会会長、女性団体協議  
会会長など  

過重団体の理事会・役員会：連合自治会協議会役員会及び理事会、  
高年クラブ連合会理事会及び総会、女性団体協議会理事会、連合子  
ども会育成達紹協議会理事会、連合PTA役員会、連合子ども会育  
成連絡協議会理事会、民生児童委員協議会代表者会、青少年補導委  
員会理事会、 青少年地区愛護協議会代表者会など  

●教育委員会主催で、臨時校長会を開催し、説明及び意見を求めた。  

○全体会（代表者会）を新たに設けるかどうか、教育部門と協議した結果、  
設置目的が似ており、相当数のメンバーが重複する、青少年問題協議会  
を全体会と位置づけることとし、新たに代表者は設置しなかった。  
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○子育て支援課で要綱制定や個人情幸酎呆護のルールつくりを行い、平成1  

6年7月21［引こ「こどもすこやかネット」を立ち上げた。  

○教育委員会で発行する「明石の教育」の生徒指導の項目に「こどもすこ  
やかネット」を記載してもらい、利用を促進した。  

○平成17年2月に開催された青少年問題協議会において、同協議会を  

「こどもすこやかネット」の全体会とする旨の了承を得た。   

②苦労した点と対応策、理念、日頃心がけている点など   

○関係者の理解・協力を得ることに苦労したが、設立時の対応策は上記記  

載のとおりである。また、実績報告を年に一度、民生児童委員協議会、  

地区愛護協議会、PTAなどに対して行っている。  

○理念としては、「地域と行政が連携して支援する」であり、行政の中で  

も、市内部であれば、教育と福祉の連携を重視している。また、こども  

家庭センター、警察など県関係との連携も重視している。  

ケース検討を行う実務者会議には、担当の民生児童委員、主任児童委員  

の参加を求めている。   

③ネットワーク、協議会が設立された背景   
○子育て支援が市の重点施策と位置づけられたように、市長のトップダウ  

ン的な部分がある。子育て支援課が設置される前から、総務部、健康福  

祉部や教育委員会が検討を重ね、子育て支援課設置後は、同課が中心に  

なって設立した。   

④設立まで   

O「関係者の理解・協力を求める。」理解・協力を求めていくべき順序や  

重要な人物が存在するので、そのポイントを押さえた後で、各種会合に  

おいて説明を実施した。（多くの関係団体の総会が初夏までに開催され  

るのでその時期に必ず出席して、説明した。）   

O「教育と福祉の連携に努める。」教育委員会を書き込み、特に学校関係  

者に対して理解を求めた。学校関係でも押さえるべき順序、人物が存在  

するので、そのポイントを押さえた後で、校長会、生徒指導担当者会な  

どで説明した。   

○守秘義務、個人情報保護の関係で理解を得るため、明石市個人情幸馴呆護  

審議会に諮問を行ったほか、市の顧問弁護士に対しても個人情報保護に  

関する相談を行い、設置要綱上守秘義務と誓約書の提出を規定するほ  

か、各会議開催時の個人情報保護の説明、個人情報保護のルールづ＜り  
などを行った。  

⑤設立後当初   

○所属長会議を毎月1回開催し、理解してもらうことに努めた。   

○生徒指導担当者会に必ず出席し、PRに努めた。   

○教育委員会で発行する「明石の教育」の生徒指導の項［引こ「こどもす  
こやかネット」を記載してもらい、利用を促進した。  
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⑥1年目   

○全体会：青少年問題協議会において、事例を報告し、連携しての支援に  

ついての理解を深めるともに、青少年問題協議会を全体会として位置付  

けることについて了承を得た。   

○所属長会議：毎月1回開催し、全検討事例の報告を重ね、理解を求めた。  

また、所属長会議のあり方について、各委員の意見を2回  

徴収し、検討した。  

所属長会議向けに児童虐待防止とネットワークに関する  

研修会を実施した。   

○実務者会議：会議冒頭には、自己紹介をするとともに、個人情幸馴呆護の  

重要性を毎回説明している。（2年目以降も継続）  

・会議録を作成し、所属長会議への報告用まとめも作成した。  

（2年目以降も継続中）  

・健康福祉事務所の協力のもと、同事務所が招指していた専門家B氏を  

アドバイザーとして、実務者会議を開催し、参加者のレベルアップを  

図った。   

○生徒指導担当者会に必ず出席し、P Rに努めた。   

⑦2年目   

○専門家C氏をアドバイザーとしてお願いし、所属長会議、実務者会議の  

メンバーに対してのネットワークに関する講演会を実施。   

○アドバイザーA氏を講師として市民向けの児童虐待防止研修会を実施。   

○アドバイザーC氏の大学の研修生が作成した児童虐待防止小冊子「わた  

しはここにいるよ」の増刷を行い、研修会等で配布。   

O「こどもすこやかネットだより」（創刊号）を発行した。   

O「要保護児童対策地域協議会」への移行を、所属長会議からの意見も参  

考にしながら実施した。   

○所属長会議： 所属長会議は2か月に1回とし、個々のケースの検討につ  
いては、困難ケースヘのアドバイスを中心とした。（3年  

目も同じ）。また、年間計画、研修計画も報告するととも  

に、要保護児童対策地域協議会への移行についての意見も  

いただいた。さらに、児童虐待防止マニュアル素案を示し  

意見をいただいた。   

○実務者会議：アドバイザーを招いての実務者会議を6回開催（アドバイ  

ザーA氏1回、B氏5回、C氏2回）し、実務者のレベル  

アップを図った。   

③3年目   

○子育て支援課に正規職員としての保健師（4月から）、ケースワーカー  

（12月から）を配置し、事務局体制を強化した。   

○児童虐待防止マニュアルを発行し民生児童委員や関係者に配布すると  

ともに、研修会でも活用した。   

○教育と福祉と地域の連携をより進め、児童虐待・少年非行の防止に取り  

組むための研修会を複数回行った。  

（民生児童委員向け講演会兼事例検討会、教育市民フォーラム、所属長・実  

務者向け研修会、実務担当者向け事例検討会、幼稚園・保育所関係者向  
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け児童虐待防止研修会、小学校・中学校関係者向け児童虐待防止研修会  

など）  

○実務者会議：アドバイザーB氏を招いた実務者会議を4回開催するとと  

もに、事例検討会を1回開催し、実務担当者のレベルアッ  

プを図った。   

（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。  

○こどもすこやかネットの一部が要保護児童対策地域協議会に移行して  

も、実務内容は変化していないが、法的に守秘義務があることと情報提  

供を求めることができることから、医師や学校などに協力を得やすくな  

った。  

○ネットワークで取り組むことにより、①多面的で柔軟な対応、②情報・  

支援策の共有、役割分担の明確化による迅速で的確な対応、③支援者同  

士の支え合いができるようになった。   

（3）その他（他の市町村へのアドバイスなど）   

①何を準備していけばいいか。  

○システム、会議の種類と役割、対象とする児童の範囲などを検討してい  

く。そのために、福祉と教育の連携は欠かせないため、十分な協議が必  

要である。（本市の場合、市長の目玉施策であり、指導主事が配属され  
たため、．教育と福祉の連携の面ではスムーズであった。）  

○先進市の要綱、システム図を入手し、我が自治体にあった、システムを  

検討すること。  

○どのような関係機関に参加してもらうか。  

○会議の（特に所属長会議）の位置づけ、役割、メンバーを検討すること  

②留意しておくこと  

○国のモデルが自分の市に当てはまるとは限らない。  

○教育と福祉の連携が大切である。  

○設置にあたっては、市民啓発的に、設立記念講演会を実施するのもいい  

のではないか。  

③説明に行く相手など  

○本市の場合、支援策検討所属長会議（関係課、関係機関の所属長又は代  

表）を2か月に1度開催しているため、その場で説明ができた。  

○二全体会である青少年問題協議会委員として新たに委嘱する者には、個別  

に訪問して説明を行った。  

④その他  

○当市ではまだ実現していないが、定期的な実務者会議（こども家庭セン  

ター、健康福祉事務所、担当課、保健担当課、教育委員会程度）を開催  

し、こども家庭センターの把握している事案と市の把握している事案を  

共有し．、状況管理も行うことができればよい。  
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明石市児童健全育成システム（こどもすこやかネット）  

全体会（青少年問題協議会）  

支
援
策
検
討
会
議
 
 

所属長会議  

市県関係課の長、  
医師会代表、  
民生児童委員代表等  

福祉・教育・保健・医  

療・警察関係者   

一
芸
－
 
 旨示  

相
談
・
助
言
 
 

実務者会議  

市県関係課の担当職員、  
民生児童委員、主任児  
童委員、学校・園、保育  
所関係者、主治医等  

アドバイザー  

（学識経験者）   



こどもすこやかネットと要保護児童対策地域協議会のイメージ図  

要保護児  

童・家庭  

要保護児童対策地域協議会  

声音芯材  

地域サポート  

地域でのサポート  

連合自治協議会、連合PTA、  

子ども会、女性団体協議会、青  

少年補導委員会、民生児童委員  

協議会、高年クラブ連合会、保  

護司会、学校・園、保育所など   

援策検討所属長会議  

［福祉釦局、教育部局、  
ども家庭センター、健康福祉事務  
警察等の所属長（課長）、児童委  

鼻、精神科医など］  

支援策検討実務者会議  
所属長会議の関係機関の実検担当者、地区の民生  

児童委員、主任児童委員、学校・園、保育所、など  
ケースに関係する担当者】  

児童健全育成支援システム  

（こどもすこやかネット）  
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明石市児童健全育成支援システム設置要綱   

（設置）  

第1条  地域、関係機関及び関係団体が一体となって、児童に対する虐待の未然防   

止、早期発見、早期対応及び再発防止並びに児童の非行及び犯罪の未然防止を図   

るとともに、児童の健全育成に向けた施策を総合的に推進するため、明石市児童   

健全育成支援システムを設置する。   

（構成）  

第2条 前条の目的を達成するため、明石市児童健全育成支援システム（以下「こ   

どもすこやかネット」という。）に、全体会、支援策検討関係機関課長等会議（以   

下「所属長会議」という。）、支援策検討関係機関実務者会議（以下「実務者会議」   

という。）及び地域サポート会議を置き、これらの連携を図る。   

（全体会）  

第3条 全体会は、こどもすこやかネットに関する報告及び次に掲げる事項の協議   

を行うものとし、明石市青少年問題協議会条例（昭和36年条例第13号）に規   

定する明石市青少年問題協議会を全体会として位置づけるものとする。  

（1）児童虐待等に係る関係機関等相互の情報の共有化、連携及び協力に関する  

こと。  

（2）児童虐待等に係る予防、早期発見及び早期対応の達成に関すること。  

（3）児童虐待等の防止に係る啓発活動の推進に関すること。  

（4）こどもすこやかネットの運営に関すること。  

（5）その他児童虐待等の防止に関すること。  

第4条 所属長会議は、行政関係機関及び関係団体（以下「関係機関等」という。）   

の専門性を有機的につなげ、各関係機関等の機能及び権限を最大限に活用した行   

動の連携を図るため、次に掲げる事務を所掌する。  

（1）児童虐待及び問題行動（以下これらを「児童虐待等」という。）の防止、早  

期発見及び早期対応について、関係機関等が行う事業等の効果的な連携及び協  

力の推進に関すること。  

（2）児童虐待等の防止に係る啓発に関すること。  

（3）児童虐待等に係る実務者会議への支援策の検討の指示及び実務者会議で策  

定した支援策の評価に関すること。  

（4）問題行動の広域化など、全市的な対応が必要な場合における各関係機関等  

の対応、対策及び役割分担の調整に関すること。  

（5）こどもすこやかネットを運営する上での課題の検討に関すること。  
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（6） その他児童虐待等の防止に関すること。  

2 所属長会議は、別表第1に掲げる関係機関等の代表者から推薦された者又は推   

薦された職にある者及び別表第2に掲げる者をもって組織する。  

3 所属長会議の座長は、明石市健康福祉部こども室子育て支援課長（以下「子育   

て支援課長」という。）の職にある者をもって充てる。  

4 座長は、所属長会議を代表し、会務を総理する。  

5 座長に事故があるときは、あらかじめその指定する者が、その職務を代理する。  

6 座長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くことが   

できる。  

7 所属長会議の構成員の任期は、構成員がその職に在職する期間とする。  

8 前項の規定にかかわらず、別表第1に掲げる明石市医師会及び明石市民生児童   

委員協議会の代表者から推薦された者若しくは推薦された職にある者の任期は、   

2年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の構成員の任期は、前任者   

の残任期間とする。  

9 前項に規定する構成員は、再任されることができる   

（実務者会議）  

第5条 実務者会議は、各関係機関等が所有している情報及び問題意識を集約し、   

共有することにより、児童虐待等の具体的事案に対し、各関係機関等の機能及び   

権限を最大限に活用した、迅速で、効果的、多面的かつ総合的な指導及び支援を   

行うため、次に掲げる事務を所掌する。  

（1）児童虐待等の具体的事案における、個人情報保護について配慮した情報の  

共有化に関すること。  

（2）児童虐待等の具体的事案に係る指導及び支援策の検討並びに各関係機関等  

の効果的な役割分担及び行動連携の調整に関すること。  

（3）地域サポート会議との連携を図り、地域サポート会議及び各地域が取り組  

むべき支援策に係る協議に関すること。  

（4）その他児童虐待等の防止に関すること。  

2 実務者会議は、前条第2項に規定する所属長会議の構成員から推薦された者又   

は推薦された職にある者及び関連団体から推薦された者をもって組織する。  

3 実務者会議は、定期的又は臨時に開催するものとし、所属長会議の座長が、前   

項に規定する者のうちから児童虐待等に係る事案の検討に必要な者を招集して開   

催する。  

4 実務者会議の進行は、所属長会議の座長が指名した職員が行う。  
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5 所属長会議の座長が必要があると認めるときは、第2項に規定する者以外の関   

係者の出席を求め、意見を聴くことができる。   

（地域サポート会議）  

第6条 地域サポート会議は、次に掲げる事務を所掌する。  

（1）地域における要支援者に対する支援策の検討及び実施に関すること  

（2）地域における虐待防止、非行防止等の啓発活動に関すること  

2 地域サポート会議は、地域の支援及び関わりが必要な事案について、幼稚園長、   

小学校長、中学校長又は子育て支援課長が、当該事案の関係者のうちから必要な   

者を招集し、開催する。  

3 前項の会議は、小学校区単位又は中学校区単位で開催することとし、2以上の   

中学校区の関わりが必要な事案については、関連中学校区をひとつの単位として   

開催するものとする。   

（要保護児童対策地域協議会）  

第7条 全体会、所属長会議及び実務者会議を児童福祉法（昭和22年法律第16   

4号）第25条の2に規定する要保護児童対策地域協議会として位置付ける。  

2 明石巾健康福祉部こども童子育て支援課を児童福祉法第25条の2第4項に規   

定する要保護児童対策調整機関として取り扱う。   

（秘密の保持）  

第8条 全体会、所属長会議、実務者会議及び地域サポート会議の構成員並びにそ   

の他の参加者は、その活動を通じて知り得た個人情報について、みだりに他人に   

漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。  

2 全体会、所属長会議、実務者会議及び地域サポート会議の構成員は、その活動   

目的を達成するために必要な範囲以上の個人の情報を収集してはならない。  

3 所属長会議、実務者会議及び地域サポート会議出席者（法律、政令、府令又は   

省令で守秘義務を課されている者を除く。）は、別に定める秘密の保持に関する誓   

約書を提出しなければならない。   

（庶務）  

第9条 こどもすこやかネットの庶務は、健康福祉部こども圭子育て支援課が行う。   

（委任）  

第10条 この要綱に定めるもののほか、こどもすこやかネットの運営に関し必要な   

事項は、健康福祉部長が定める。  

附 則（平成16年7月21日制定二〉   

この要綱は、制定の日から施行する。  
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附 則（平成18年1月12日制定）   

（施行期日）  

1 この要綱は、制定の日から施行する。   

（明石市児童虐待防止ネットワーク会議設置要綱の廃止）  

2 明石市児童虐待防止ネットワーク会議設置要綱（平成14年11月11日制定）   

は、廃止する。  

附 則（平成18年4月19日制定）   

この要綱は、制定の日から施行し、平成18年4月1日から適用する。  

別表第1（第4条関係）   

明石警察署   

兵庫県警察本部明石少年サポートセンター   

兵庫県中央こども家庭センター   

兵庫県明石健康福祉事務所   

明石市医師会   

明石市民生児童委員協議会  

別表第2（第4条関係）   

明石市政策部広報課長   

明石市総務部防災安全課長   

明石巾コミュニティ推進部コミュニティ推進室課長   

明石巾健康福祉部福祉総務課長   

明石和健康福祉部生活福祉課長   

明石市健康福祉部障害福祉課長   

明石市健康福祉部健康推進課長   

明石市健康福祉部こども童子育て支援課長   

明石市健康福祉部こども室保育課長   

明石市健康福祉部こども室児童福祉課長   

明石市教育委員会事務局学校教育課長   

明石市教育委員会事務局社会教育推進課長   

明石巾教育研究所長  
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ネットワーク設置年月日：H  

協議会設置（移行）年月日：  

1
 
 

1
 
 

4
 
 

1
 
 

兵庫県加古川市  
4
 
 

7
 
 

1
 
 

H
 
 

人口：266，224人  子どもの数（15歳末満）  ：40，303人  

調整機関（中心的な職員＝◎）   

調整機関の担当課：こども課、6名  

◎職員A 常勤 兼任   

職員B 常勤 兼任   

職員C 常勤 兼任   

保健師   

家庭児童相談員2   

非常勤・専任  

非常勤・専任  

平成18年度会議開催数（見込み）   

○代表者会 1回   

○実務者会 10回   

○個別ケー・ス検討会議29回（H19．2末現在）  
協議会メンバー   

○代表者会議  医師会、町内会、社会福祉協議会、民生児童委員、PTA、  

人権擁護、児童養護施設、保育協会、警察、こども家庭セン  

ター、保健所、中学校長会、小学校長会、幼稚園長会  

こどもセンター、保健所、庁内関係機関  

：関係機関  

○連絡会議：  

○事例検討会議  

（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  

①設立まで：   

○児童福祉法の改正により、厚生労働省のガイドラインにしたがって、設  

立。   

○事前に児童虐待防止推進協議会を設置していたため、その要綱と厚生労  

働省のガイドラインを併せて要綱を作成した。   

②設立後当初：   

○推進協議会の時は研修会や講演会等の開催のみで主だった活動はなか  

ったため、とりあえず協議会の設置に係る事務（告示、代表者会の開催  

事務等）をすすめ、実際にケースにどのようにかかわっていくかまでは、  

全くつめておらず、協議会は設置したけれど・・という状態であった。   

○要保護児童の中には、発達障害や非行も入るということで、どのように  

対応していくかの不安が大きかった。   

③1年目：   

○当初は担当係長、臨時保健師の設置のみで協議会の告示や代表者芸のメ  

ンバーの選出等に労を費やし活かしたネットワークつくりについては、  

あまり考えてなかった。   

○個別ケース検討会を中心に行った。その結果ネットワークの大切さに  
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段々と気づいていった。   

○まずは、家庭児童相談の中で定期的にケースの見直しを行った。   

○就学前担当機関と就学後担当機関に分けて、主たる担当者を決め、情報  

の交換をし、関係を築いていった。   

○ケースの通告件数が増加していき、ネットワークが機能しないままでは  

見守りのみになってしまうという危機感から、児童虐待の専門家にネッ  

トワークの運営についてアドバイスをもらうようになった。   

○実務者会議については、どのような内容でどれくらいの頻度で開催する  

かとの知識がなく、当初は庁内の担当機関が集まって、異なったかかわ  

りの中で、何を話してよいかわからず、研修会を開催することにとどめ  

たり、要綱改正をし、実務者会の開催回数を減らしたりした。   

○措置権等の権限をもっているこども家庭センターに聞いてもな力＼なか  

判断がつかないときもあるが、その場合はこども家庭センターにも意見  

が言えるパイザー（教授クラス）を呼んで、事前に打ら合わせをした後、  

ケース会議を開いた。   

○人間関係をスムーズにすることに重点をおいた。（調整機関内部）   

○ある程度の関係ができるまでは、できるだけ顔をあわせるようにする  

力†、各担当者の熱意を見極め、関係が築けそうな機関から着手した。   

OD＞関係の相談員、母子自立支援員との連携を強めた。   

④2年自以降：   

○要保護対策担当副課長、家庭支援係が設置された。（人員増加）   

○児童虐待の専門家にアドバイスをもらうことにより、実務者会のあり方  

について、3年目に向けて要綱を改正するとともに、位置づけや開催の  

内容を考えた。   

○実務者会議をこども家庭センター・保健所と就学前担当機関、就学後担  

当機関、民生児童委員と4つに分けるブロック化を囲った。（加古川市  

の規模では5者会議で定例で集まるほうが効率が良いため、平成19年  

度以降は再度一本化する予定）   

○ケースにかかわってもらうための、民生児童委員の定期的な研修をはじ  

めた。   

○ケースの大変さを庁内の担当機関に理解してもらうため、すべてのケー  

スについて、連結会（実務者会）で話をし、各課がなぜここにいるかを  

何度も説明した。   

○市内の虐待事例が新聞に取り上げられたことにより、議会をはじめ上層  

部の関心が集まったことを利用して、相談員の勤務体制の充実に向けて  

予算計上を図った。   

○子育て相談（ホットライン）との連携を図った。   

○学校園職員むけのマニュアルを作成し、配布した。   

（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。   

○ケースの通告先がこども課であるという認識を庁内担当部署をはじめ、  

教育委員会関係がもら、すべての虐待ケースについての情報を1本化す  

ることができた。   

○こども課と措置機関であるこどもセンターとのかかわりが強くなった。   

○ケースを役割分担して見守ることができるようになった。  

、士   
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○ケースの定期的な見直しができるようになった。  

○色々な専門家の人のアドバイスを聞く機会が多くなった。   

（3）その他（他の市町村へのアドバイスなど）  

○措置権等の権限をもっているこども家庭センターに聞いてもなかなか   

判断がつかないときもあるが、その場合はこどもセンターにも意見が言   

えるハイザー（教授クラス）を呼んで、事前に打ら合わせをした後、ケ   

ース会議を開く。  

○人員の増加をタイミングをみて人事に訴える。（虐待のケースを例にと  

ってみるのもあり）  

○ある程度の関係ができるまでは、できるだけ顔をあわせるようにする   

が、各担当者の熱意を見極め、関係が築けそうな機関から毒手する。  

OD＞関係の相談員、母子自立支援員との連携を強める。  

○警察との連携は必要。しかし、警察は行政（福祉）ではなく、あくまで  

司法的な動き方をする場合があるので、慎重に対応する場合あり。  

○代表者会議：年1回～2回開催   約2時間程度 メンバーの虐待に関  

係する温度差が大きいため、件数報告や事業計画等に留める。  

○連絡会議（実務者会議）：月1回 第1火曜（未定）約2時間程度。困  

難ケースや新規ケースについての見直し  

○個別ケース検討会：随時   困難ケースについては、児童相談アドバイ  

ザーによるハイズをつける。  
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加古川市要保護児童対策地域協議会設置要綱  

（目的）  

第1条 要保護児童の早期発見及び適切な保護を行うため、関係機関・団体等との連携   

の強化を図り、当該児童及びその保護者に関する情報収集や必要な支援等を行うこと   

を目的に、加古川市要保護児童対策地域協議会（以下「協議会」という。）を設置す   

る。  

（所掌事項）  

第2条 協議会は、次の事項を所掌する。   

（1）要保護児童についての関係機関・団体等のネットワークの確立に関すること   

（2）要保護児童及びその保護者に関する情報、適切な保護を図るために必要な情報  

交換、支援内容に関する協議   

（3）啓発活動に関すること   

（4）その他要保護児童の対策に必要な事項  

（組織）  

第3条 協議会は、別表第1に定める構成員をもって組織する。  

（会議）  

第4条 協議会は、次の会議を開催する。   

（1）代表者会議   

（2）連絡会議   

（3）実務者会議   

（4）事例検討会議  

2 代表者会議は、各年度の協議会の運営方針等を定めるため、協議会の構成員により   

各年度1回以上開催する。  

3′ 連絡会議は、ネットワークの運営に関する情報交換等を行うため、別表第2に定め   

る機関・団体等の担当者により各年度1回以上必要に応じて開催する。  

4 実務者会議は、すべてのケースについて、状況確認及び検討を行うため、連絡会議   

の構成員の中から構成員を選任し、各月1回以上開催する。  

5 事例検討会議は、個別のケースに対応するため、そのケースに関係のある担当者に   

より必要に応じて開催する。  
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（秘密保持）  

第5条 協議会及び会議の構成員は、職務上知り得た秘密について、他に漏らしてはな   

らない。  

（事務局）  

第6条 協議会の事務局は、加古川市福祉部こども支援局こども課に置く。  

（その他）  

第7条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営その他必要な事項は、会議に諮っ   

て定める。   

附 則   

（施行期日）  

1 この要綱は、平成17年4月1日から施行する。  

（加古川市児童虐待防止推進会議設置要綱の廃止）  

加古川市児童虐待防止推進会議設置要綱（平成14年10月10日福祉保健部長  

決定）は廃止する。  

附 則  

（施行期日）  

この要綱は、平成18年4月1日から施行する。  

この要綱は、平成19年4月 日から施行し、平成19年4月1日から適用する。  
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別表第1（第3条関係）  

加古川市加古郡医師会から推薦された者  

加古川市町内会連合会から推薦された者  

加古川市社会福祉協議会から推薦された者  

加古川市民生児童委員連合会から推薦された者  

加古川市PTA連合会から推薦された者  

加古川市人権擁護委員協議会から推薦された者  

児童養護施設から推薦された者  

兵庫県保育協会東播磨地区保育協議会加古川支部から推薦された者  

兵庫県加古川警察署から推薦された者  

兵庫県中央こども蒙庭センターから推薦された者  

兵庫県加古川健康福祉事務所から推薦された者  

加古川市立中・養護学校校長会から推薦された者  

加古川市立小学校校長会から推薦された者  

加古川市立幼稚園園長会から推薦された者  
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別表第2（第4条第3項関係）  

由係機関  

・団体   兵庫県加古川健康福祉事務所   保健指導課   

市民部   人権施策推進課  

福祉総務課  

生活福祉課  

福祉部  障害福祉課  

加古川市  
つつじ療育園  

保育課  

生涯学習推進課  

教育委員会  学校教育課  

青少年育成課   
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ネットワーク（虐待防止連絡会）  

設置年月日：H13．10．1  

花原市  協議会設置（移行）年月日二H17．10．1   

872人   子どもの数（15歳末満）：10，953人   

ヰ   

α  

人口：68，  

調整機関（   

調整機関  

◎職員A  保健師  常勤・専任   

嘱託職員B 家庭児童相談員   非常勤・専任  

協議会の構成   

○前原市要保護児童対策協議会設置規程第 3莱  

＊協議会は関係機関等に所属する者全てを構成員とする。   

平成18年度会議開催数（見込み）   
○代表者会議 3匝I  

＊各機関の代表、委嘱はしない。委員の交代は各機関で推薦する  

○実務者 

＊各部会（乳幼児1．学校3．発達支援1、問題行動1）＊3学期  

計18回  

＊各機関が担当者を選任  

○個別ケーース会議 100回以上  

＊会議時に設置規程を配布し、構成員であることの確認と共に守秘義務の  

徹底  

協議会メンバー   

○前原市要保護児童対策協議会設置規程第 3莱  

＊協議会は関係機関等に所属する者全てを構成員とする。  

（1）どういう手順で設立し、運営していったのか。  

（どのようにレベルアップを因ってきたのか。）  

○虐待防止連絡会設立当初に『前原市における虐待の定義』を作成。  

＊虐待だけでなく気になる子ども、気になる家庭、因っている子ども、  

因っている家庭を支えることを目的。  

＊それぞれの機関が何をしていかなければならないか、何ができるのか  
を考え、明言化  

○上記目的で、協議会の関係機関の役割を認識するとともに、並行してケ  

ースワークを児童家庭課も行い、ケース管理をする。  
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○相談業務の増加に伴い、中途半端なケース管理がでてきたため（特に小  

中学生）、関係機関に呼びかけ、ネットワーク会議学校部会の設立を提  

案。  

また、文科省からも福祉部門と教育部門の虐待対応の連携文書が出たた  

め、その文書を活用。  

＊その後立ら上がる乳幼児、発達支援、問題行動部会も児童家庭課で原  

案を作成し、代表者会で承認を受ける形で、ネットワーク会議への理  

角牢を深めた。  

○部会によるネットワーク会議を進めることにより、見守り、支援が必要   

な家庭全てを網羅し、現在の情幸臥 それぞれの役割、方向性を決める。  

また、ケースワークを行う上での基本的な考え方を統一。  

○個別ケース会議は、それぞれの部会で関係者、役割がわかっているので、  

問題が発生した度に関係機関を招集、あるいは出向いて協議。  

調整機関が招集するだけでなく、各機関から招集要請が調整機関である  

児童家庭課に入る。基本的には電話で招集  

○ネットワーク会議の報告は、各委員が個別に情報を管理することがない  

よう、会議終了後に調整機関である児童家庭課が報告書をまとめ、関係  

機関に公文書で守秘義務の徹底を依頼し、発送する。   

◎ネットワーク、協議会が設立された背景：   

○平成13年度、児童福祉に力を入れるというトップダウンの方針で職員  

を一人配置  
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◎設立まで：   

○虐待防止法の制定により、虐待防止連絡会は作らなければならないもの  

と思っていたため、先に作っていた市町より要綱を取り寄せ、当市にあ  

った内容に変えていった。   

○会の主旨を理解し、発展させてもらうために、ケースワークを一緒に行  

った各機関の代表者的な方に、初代の委員を引き受けてもらった。   

◎設立後当初：   

○虐待防止連絡会は2年任期のため、1期の問に話し合った、「虐待の定  

義」や「各機関の役割」が、任期が変わる度にまた－から始める事の繰  

り返しだったが、委員が変ることにより、認識が広がった。   

○代表者会は各機関から「それぞれの役割」「因っている点」「要望」を  

揚げて貰い、報告だけの会にならないようにした。  
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◎虐待防止連絡会から要保護対策協議会への移行：   
○虐待防止連絡会の当初から、“虐待だけでなく、気になる子ども、気に  
なる家庭、因っている子ども、因っている家庭”を対象にしていく方針  
だったが、国から児童相談が市町村の役割だと明言していただき、対象  
を広げることとなって、市の立場がはっきりした。   
○このため、移行は要綱を今まで以上に動きやすい内容に変更するだけ  
で、大きな組織改正などはなかった。   

（2）ネットワーク、協議会が設立されて、何が変わったか。   
○ネットワーク会議（各部会ができての変化）  
①早期発見・早期対応  
②担当者の負担の軽減  
③関係機関との連携  
④担当者の意識変化  

⑤子どもを取り巻く状況を多方面から分析   

（3）その他（他の市町村へのアドバイスなど）   
○ケースワークをしていて感じることは、小さな市町で協議会が立ら上が  
っていない所でも、それぞれの家庭のケースワークは保健師や福祉担当  
者がきらんと把握して行っている様子が伺える。メンバーが同じになる  
既存の会（例えば介護保険、障害福祉、健康づくり等）が活用できると  
思う。   

○大都市の場合、ケースの連結に非常に戸惑うことがある。問題別に所管  
が違うが、内部のことはわからないので、調整機関が窓口になってくれ  
ると他市との連携が行いやすく、また市民にとっても相談しやすくな  
る。  
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前原市における要保護児童対策  

′～誰もが暮らしやすい  

子どもたらの笑顔があふれる  

街づくりをめざして′～  

平成19年3月  

前原市民生部  

児童家庭課 児童係  
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1．前原市の概要（要保護児童対策を行う上での特徴）  

人口  68，872人   （平成19年2月現在）  

15歳未満人口  10，953人  

面積 104．5krd  

位置  福岡県の西端に位置し、東に政令都市・福岡市  

西は糸島郡二丈町（その西は佐賀県唐津市、旧浜玉町）  

北は志摩町（その北は玄海灘）  

南は佐賀市（旧富士町、背振山系）に接しています。   

前原市は、周囲を海と山に囲まれた自然豊かな田園都市であるが、福岡市の中心とは電車で約  

30分、．都心の通勤通学圏にあり、平成17年10月には市の北東部に九州大学の移転が始まり、  

人口増加が著しい元気なまちである。   

しかし、東は政令市、南西は佐賀県にはさまれ、福岡県の中では陸の孤島というような位置関  

係で、行政間の連携が非常に取り難い現状もある。   

県の児童福祉施設がほとんどない地域で、管轄の児童相談所も1時間半の距離にあり、距離的  

に継続した利用が困難である。   

また、隣接の福岡市は政令市のため、県で実施されるような児童福祉、あるいは母子保健事業  

が単独で行われているが、近隣市町村の利用枠が少ないために利用が難しい。   

このような地理的環境のため、従来から特に母子保健、児童福祉事業に関しては自分たちの手  

でどうにかしようという気風があり、そのためには多くの関係者の力が必要で、分離されている  

分だけ地域内の、保健、福祉、医療、教育の各関係機関の連携が従来から根付いている地域であ  

る。  

2．施策としての展開   

児童虐待防止法が施行され、児童福祉の関係者や市民の関心が少しは高まったものの、依然と  

して虐待という言葉のイメージか ら、「自分には関係ない」、「そんな事象が周りでは起こってい  

ない」というような言葉が、児童虐待防止連絡会の中でも聞こえた。このため、13年度の連絡  

会設置当初の取り組みとして、「前原市における虐待の定義」を作成。気になる子ども、気にな  

る家庭、因っている子ども、因っている家庭を支える為に、それぞれの機関が何をしていかなけ  

ればならないか、何ができるのかを考え、明言化していった。当課は直才妾的なケースワークと並  

行しながら、要保護児童対策に関する市の考えを示すとともに、施策としての体系化を進めてい  

った。   

平成17年3月作成の「次世代育成支援対策行動計画」では、要保護児童対策の推進を掲げ、  

10月には「児童虐待防止連絡会設置規程」を廃止し、「前原市要保護児童対策協議会設置規程」  

に移行っ児童虐待のみならず、要保護児童全般を対象に、児童福祉に関する必要施策を提言、実  

効する体制を整備、推進している。   

現在、．要保護児童対策協議会では、各機関の情報・問題点の共有化、役割分担を行うためのネ   

ットワーク会議を中心に取り組みを進めている。  
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◎第4次前原市総合計画（平成13年度～平成22年度）  

～人と自然が共生する文化創造都市前原～  

【基本方向】  

1．魅力と交流をはぐくむ都市づくり  

2．自然と共生する快適な環境づくり  

3．やさしさと思いやりの安心づくり  

4．21世紀を担う個性豊かな人づくり  

5．活力と創造あふれる産業づくり  

」当芦．r  

◎前原市次世代育成支援対策行動計画（前期）   
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′）のびのびと子どもが育つ前原市 2025－20年後の未来へ～  

【重点課題】  

1．在宅保育家庭への地域における子育て支援の充実  

2．児童虐待防止対策の充実  

3．子ども等の安全の確保  

【基本目標】  

1．地域における子育て支援（地域子育て支援）  

2．母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進（保健）  

3．子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備（教育）  

4．子育てを支援する生活環境の整備（生活環境）  

5．職業生活と家庭生活との両立の推進（仕事と家庭の両立支援）  

6．子ども等の安全の確保（安全対策）  

7．要保護児童への対応などきめ細かな取り組みの推進（要保護児童対策）  

◎前原市要保護児童対策協議会設置規程   

へ′ 平成17年10月制定 ～  

【特徴的なこと】  

1．協議会は関係機関等に所属する者全てを構成員とする。（第3条）  

委嘱なし  報酬なし  

2．協議会は代表者会、要保護児童ネットワーク、個別ケース検討会議   

によって組織する。（第4条）  

3．要保護児童対策調整機関として前原市民生部児童家庭課を指定する。   

（第8条）  

4．協議会の職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。（第10条）  

・† 

i 

r∵ 

i 
I  
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3．要保護児童対応に関する基本的な考え方   

虐待を受けている子どもをどうやって救うのかという観点から入ると、関係者の抵抗感がある  

ことが、今までの経過の中で分ってきた。前原市においては虐待問題から入るのではなく、広く  

子どもがいる家庭を支援していくことに主眼をおき、ネットワークの構築を進めている。このた  

め、要支援の段階で対象者を把握し、この烏那皆での支援、見守りに力を入れている。  

（∋ 要支援・見守り  

図に表したように、この段階では、関係する機関が多く存在し、対象者との関係も取り易い。   

また、直接子どもに対応している為、情報も多い。万一、要保護のゾーンに移行したとしても、   

早期発見が可能であり、その問題に関しては児童相談所や児童家庭課などの機関が介入し、早   

期に共同してケースワークを行うことが可能である。  

このゾーンの上の部分の対象者に関しては、1～2年支えれば下のゾーンへ行くという可能   

性は低く、子どもの成長の脚皆に応じた問題が新たに発生する確立が高い為、長期的かつ継続   

的な支援が必要となってくる。  

下向きの矢印の方向にいくための支援に関してはそれぞれの機関が今までも日常的に行っ   

てきたことであり、担当者が特別な負担感を感じずに支援していくことが役割であると認識し   

ている為、ネットワークを継続していく鍵になっている。   

② 要保護  

要支援のゾーンから要保護のゾーンに移行してくるケースに関しては、定例の部会で問題点、   

危険性などの情報が共有されている為、関係者が一人で苦悩することがほとんどなくなった。   

早急に対応することで重症化することも防いでいる。この脚皆で対象者と関係を作ることは難   

しいが、要支援の段階でいずれかの機関が関係をつくれていれば介入はそんなに難しいものに   

はならない。問題を解決していくために対象者との関係づくりは一番重要なことである。  

このゾーー ンは児童相談所や児童家庭課、保健所、警察などが担当することが多く、多くの経   

験の中でそれぞれの担当者の専門性が高く、役割が明確化されているため、日々のケースワー   

クが事例検討のような形で積み重ねられている。   

③ 一般的な子育て支援  

子育てをする環境が厳しくなったと言われているが、前原市での子育て環境を再度分析する   

必要性はある。ケース登録の内容では離婚・単身での子育ての増加、未婚・若年妊娠の増加等   

が著しく、育児の未熟性や社会性の欠如、家族間の支援不足が何える。しかし、これらの問題   

は一般的な子育ての中でも共通性があり、18年度中に再度調査し、「次世代育成支援対策行   

動計画」の中で施策の展開を図っていく方向で進めている。  

理解・支援  

J  

様々な問題  
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－74－  



4．ネットワークの構築  

1）ネットワーク構築の経過  

○平成1：し年 4月 児童家庭課に家庭児童相談員1名（嘱託員）  

○平成1：∃年 4月 児童家庭課に子育て支援相談業務（室）を設置する。  

担当職員を配置（保健師1名）  

○平成1：〕年11月 「前原市児童虐待防止連絡会」設置  

○平成16年10月  ネットワーク会議「学校部会」の定期開催開始  

＊（前原市児童虐待防止ネットワーク会議「学校部会」の定例化について参照）  

＊相談業務の増加に伴い、中途半端なケース管理がでてきたため、3中学校区別にケー  

スカンファレンスを学期毎に行い、情報交換と役割の確認。（H16．4．15付け厚生労働省  

雇児総第0415001号「『現在長期学校を休んでいる児童生徒の状況等に関する調査結果』  

を踏まえた対応について」を活用）  

○平成1′7年7月  ネットワーク会議「乳幼児部会」の定期髄催開始  

＊（前原市児童虐待防止ネットワーク会議「乳幼児部会」の定例化について参照）  

＊「児童虐待防止連絡会」の中で一番危険な乳幼児期のネットワークの必要性が求めら  

れ、母子保健、児童福祉施設の担当者での情報交換、役割確認を学期毎に開始。  

⊂）平成1′7年10月   「要保護児童対策協議会」設置  

＊協議会は代表者会議、要保護児童ネットワーク会議、個別ケース検討会議によって組  

織され、市内の関係機関に所属する全ての者を構成員とした。  

「要保護児童対策調整機関」として前原市民生部児童家庭課を指定  

「前原市児童虐待防止連絡会」を廃止「要保護児童対策協議会」へ移行  

「児童虐待防止ネットワーク会議」を「要保護児童ネットワーク会議」へ移行  

〔）平成17年12月  ネットワーク会議「発達支援部会」開始  

＊（前原市要保護児童ネットワーク会議「発達支援部会」の定例化について参照）  

＊児童本人が持つ障害等に起因した育て難さによる問題が多くなってきており、家庭環  

境問題と複合していることも多いため、児童福祉施設、教育機関等の関係機関の対象を  

広げ、連携を強化する。  

＊発達障害者支援法の施行  

（）平成18年12月  ネットワーク会議「問題行動部会」の開始  

＊（前原市要保護児童ネットワーク会議「問題行動部会」の定例化について参照）  

＊要保護児童等の相談業務の中には、虞犯・非行等の問題行動も含まれている。家庭環  

境等の問題も絡み、多くの機関が共同して対応することが求められているため、警察や  

保護司会等との連携を深める為の組織化。  

＊（H16．3 文部科学省 『学校と関係機関との行動連携に関する研究』活用）  

－75－  
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5．前原市安保護児童ネットワーク  

代表者会議  個別ケース検討会議  

緊急性のある場合  

重大性がある場合  

要保護児童ネットワーク会議  
要保護児童全般の情報交換  

施策の策定・関係機関等の連携  
現状の共有   ・問題点の共有  

主機関の選定・関係している機関の明確化   

発達支援部会  

＊定例（各学期）  

■保育園・幼稚園  
・小学校 ・中学校  

乳幼児部会  

＊定例（各学期）  

・保育園  

■幼稚園  

・主任児童委員  

・児童相談所  

・保健所母子係  
・健康課母子担当  

・福祉課  
■児童家庭課  

問題行動部会  

＊定例（各学期）   
学校部会  

＊定例  

＼  

＼  
・小学校  

′′一′ ・中学校  ・教育委員会  ・警察  ・保護司会   
・主任児童委員   
・児童相談所   

・児童家庭課  

（各学期3校区）  

小学校  

中学校  

主任児童委員  

教育委員会  

児童相談所  

児童家庭課  

教育委員会  

児童相談所  

保健所母子係  

健康課母子担当  

福祉課  
九州大学  

NPO  
児童家庭課  

支 援  

見守り  

啓 発   

誰もが暮らしやすい子どもたちの笑顔があふれるまちづくり  



6．ネットワーク会議を導入しての成果  

① 早期発見・早期対応  

児童家庭課を情報の集約機関として位置付けたため、あらゆる情報がすばやく児童家庭課に   

集まるようになった。その時点で関係する機関に連絡を取り、対応を協議する為、介入が早く   

なるとともに、問題の放置がなくなった。  

② 担当者の負担の軽減  

ネットワーク会議のために、各機関内では事前の情報交換が行われており、担当者だけが抱   

え込まずに、組織的に問題を共有する体制に変わってきた。  

また、ケース検討をする中で、他機関の対応や問題の解決方法を学ぶ機会にもなっている。  

定期的な情報交換により問題を埋もれさせて重症化させることがなくなった。  

③ 関係機関との連携  

各機関の担当者が抱えている問題は同じでも、機関が違う為に連携、共有することが難しか   

ったが、ネットワーク会議の中で顔を合わせることでそのつながりを強化することができた。  

関係機関が集まって情報交換しているため、多方面からの情報が入り、問題点、方向性など   

がいろいろな角度から検討できるようになった。  

さらに各機関の役割が明確になったことで支援や見守りが強化された。  

（参 担当者の意識変化  

虐待や要保護児童等に対する認識が高まり、重症度、危険度が高いケースヘの対応が早くな   

った。  

長期的な見守り・支援が必要なケースについても、以前は保護・施設入所等での解決を望む   

ことが多かったが、各機関ができることを掲げ、地域の中での支援を検討できるようになった。  

⑤ 子どもを取り巻く状況を多方面から分析  

それぞれが抱える問題は違っているが、内容の分類や、統計により子どもを取り巻く状況を   

多方面から分析することができる。  

また、それらの問題点から直接的な事業を展開し、次世代育成支援対策行動計画等に反映し、   

施策を推進することができる。  
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■ 相談件数の推移  

年 度   11   12   13   14   15   16   17   

家庭児童相談  

件数（延べ数）   
18 7   3 73   58 5   760   9 86  15 25  2081   

ケース登録数  

（実数）  

10 5   16 5   184   244   450   
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家庭児童相談件数は、福祉行政報告例の第60家庭児童相談室における相談報告  

ケース登録数は、カルテ管理している数（個人ではなく家族で登録）  
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7．児童家庭課（調整機関）の役割   

1）因っている人、支援を求めている人を見逃さない。（責任の所在）   

2）調整機関として、情報が滞ることがないように絶えず関係機関と連絡を取る。（連携）   

3）ケース登録をする時は、基本的に直接対象者に会い、対象者との関係をつくる。  

（百聞は一見にしかず）   

4）子どもの安否確認を含め、必ず現場を確認する。（現場主義）   

5）合言葉の実践  

前原市の子どもは前原市が責任をもって対応  

公平公正  辱F垂lできることはやる 魯F斗 先手必勝  

喝転＿＿王＿生きるカー一＿＿㌦  叫．一室堅 
＿ 

8．今後の課題  

「乳幼児部会」「学校部会」から「発達支援部会」へと部会を展開していくことで、子の障害も  

乳幼児期からの家庭環境、親子関係の二次障害であるなどの多面性が分ってきた。今後は、定時  

的な問題の捉え方だけでなく、乳幼児期・学童期・思春期へと成長に合わせた継続した連携が大  

切である。   

学童期後半から思春期にかけて一番問題となっている、子の問題行動に対応していくために、  

経年的な連携と問題の分析を行うための「問題行動部会」を設置したことにより、就学時期から  

地域社会に向けての連携も可能になってきた。   

社会的、経済的な問題を抱えた家庭は増えており、親の見本がない家庭では、子どもが非常に  

厳しい環境に置かれていることは事実である。しかし、子どもはこの町で生まれ、今もこの町で  

育っていることを考えれば、その環境を特別視していては問題の解決にはならない。   

今までの児童福祉の制度はどちらかといえば申請主義であり、支援、見守りが必要な家庭が福  

祉の制度に乗っていないことも度々あった。   

要保護児童対策の目的は、要保護児童に対する理解を深めることにより、そのような状態を見  

逃すことなく、適切な対応をしていくことである。   

子どもに関わる関係者だけでなく、地域全体がそれらの問題を直視し、子育ては個々の家庭の  

問題ではなく、社会全体で行うという認識を深めていく必要性がある。  
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児童福祉司のコンビテンシーモデル  

（ここがポイント！）  

東京都児童相談所  

Ver．1．0   



はじめに  

「盗み食いをしたからと蛇口の熱湯に手を押し付けられ、真っ赤にただれた両手」「宿題の  
問題を間違えるたびに鉄の棒で叩かれ、正座した腿に出来た幾筋ものみみず腫れ」 被虐待  
の現実。子どもの声はさらに重い 「時々僕は死にたくなります、だから生まれ変わったら  
植物になりたい」。虐待をする親の声 「子どもの嫌なところが私と同じに写り、心配と怒り  
がない交ぜになって爆発してしまうのです」。  

今さらいうまでもないが、虐待のある子どもや家族に向き合うことは、批評的に調査し診  
断をするのではない。また、こちらが安全な場所にいて、問題を抽象的に告発するものでも  
ない。時には自己の全存在そのものをかけて、子ども、保護者と向き合う。虐待対応が社会  
的使命である児童福祉司は、社会や関係機関からだけでなく子ども、保護者からもその存在  
を鋭く問われ続けている。  

児童福祉司の業務は、消防士、警察官と同じように人命を守る「使命感」「勇気」が必要で  
ある。また、様々な「ケースワーク」「援助」の中で、虐待対応においては、高い職業倫理観・  
真筆な態度が求められること、生き方そのものが問われ続けることを、強く認識せざるを得  
ない。その専門性の真髄は、子どもや保護者自身が人間としての誇りを失わないこと、そし  
て「人を信じる」「子どもや家族を大切にする」という人として当たり前の、本来の姿と強さ  
に着目し、引き出すことである。  

増え続ける虐待に対応するため、この数年で児童相談所が大きく変化している。同時にそ  
の変遷に多くの児童福祉司が戸惑っている。第一線にいる者の熱い思いは、児童相談所の権  
威とか権限で虐待を解決することではない。「援助を求めない事例にいかに援助をするか」で  
ある。  

このコンビテンシーを創造するため、17・18年度、東京都の全児童福祉司・児童心理司を  
対象に計14回の実践的な研修を実施した。外部講師の助言も得ながらグループワークを行い、  
現場の援助実践の中から、全員で具体的な行動を抽出・整理し、成果を上げている行動線性  
を紡ぎ出し、積み上げたものが今回の「コンビテンシーモデル」となった。  

このモデルは、個々の能力を組織として評価するものではない。虐待通告から家庭復帰ま  
での過程で、援助者としてどのように行動すればよいのかを常に自らが確認するためのもの  
であり、個々の自己研鋳と、組織全体の援助の質を高めるためにある。  

また、児童福祉司として、これらすべてを兼ね備えていなければならないというものでも  
ない。完壁な援助者であることより、個々がそれぞれの特性を確認し、長所を活かし、組織  
の多様なチームメンバーの組み合わせの中で、援助を展開する「組織化力」を強化するため  
のものである。  

外部環境によって個人も組織も常に変化を求められる。児童福祉司が援助する中で自己実  
現を目指すためには、「素直」「気づき」「踏ん張り」を常に強く認識し、前向きでなければな  
らない。このモデルはこれで完成されたものではない。社会的使命を実践する個人と組織の  
あり方という命題の前に、このモデルを活用する方々とともに永続的に改革をし続け、より  
良いものにしていきたい。   

平成19年3月  
コンビテンシーモデル ワーキンググループー同   
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I コンビテンシーモ手札臓の必手性  

○ コンビテンシーと膵・・・  

○ 辱ぜ地零喀のか  

○ とう活用するのか  

○ これで完成ぢのか  
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三 縄王権牡司として  

（l）使命・微削  

子どもの権利擁護のために体を張る覚悟  正 ♯ 点   

保護者と対立し、時には脅迫的な言動や暴力に遭遇することがある。このような  

場合でも毅然と対応することが大切である。自分の行動を決めるもの．さしは「子  

どもの最善の利益」を守ることであり、それが「社会的正義」である。  

職務をまっとうする姿勢  責 任 感   

家庭、学校、地域から一筋縄で解決できなかった問題が次々に持ち込まれる。児  

童相談所は「最後のとりで」である。子ども、保護者そして地域からも「頼もし  

い」と信頼される姿勢が大切である。  

子どもの命を守るという社会的使命  使 命 感   

虐待で重傷を負ったり、命をなくす子どもが年々増えている。相談を「取扱う（＝  

処理する）」のではなく、社会から負託された「子どもの命を守る」という職務  

に「取組む（＝熱心に事にあたる）」姿勢が必要である。  

逃げないで立ち向かうという気概  傭念・慣熟   

困難な課題を後回しにしたり、見過ごしていると後でもっと困難な相談となって  

跳ね返ってくる。常に相手の立場に立って、仕事に立ち向かう信念・情熱が必要  

である。  

客観的事実を認める素直さ  嚢慮±   

児童福祉司の業務は人間の関係や行動といった判断の難しい事柄を評価し、それ  

に取り組む仕事である。援助方針は将来を予測する作業である。自分の考えに固  

執せず、客観的事実を大切にする素直さが基本である。  

自分を知った上での判断、援助  気 づ 圭   

「介入か援助か」、「規制か受容か」等、児童福祉司は常に判断を迫られる。「自  

己覚知」により自分の性格をあらかじめ知り、状況を判断したり、専門的援助関  
係を築くことが第一歩である。  

ー2－  
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（王）必苧等資賞・知菰  

児童福祉法、児童虐待防止法などに基づく援助  法に基づく揮軸   

児童福祉司の職務は法に基づくものである。施設入所や保護の行政処分は公文書  

によって行う。調査、面接等も法に基づくものである。それらの社会的責任を果  

たした証が記録として残される。  

区市町村、医療、保健、司法、警察などの理解  他横間葉楕の理解   

子どもと家庭に対する地域の援助を後方支援することが児童相談所の役割であ  

る。より具体的な援助のために多くの機関と連携をする。そのためには様々な機  

関の業務内容等を知っておくことが必要不可欠である。  

ストレングス（強さ）に着目した対応  困難■例の対応   

深刻な虐待ほど保護者は援助を求めない。職権で子どもを保護した後でも援助関  

係は困難を極める。弱点ばかりが目につくが、ストレングス（強さ）に着目する  

ことが大切である。  

虐待の影響によるトラウマなどの理解・受け入れ  チビもの持せ雇解   

人間不信は虐待の大きな後遺症である。逆なでする言動や操作的な対人関係に感  

情的な反応をしてしまうことがある。その特性を理解するとともに、受け入れる  

だけの器の大きさと感情のコントロールが必要である。  

社会的モラルを身につけた言動  牡金的常雄   

虐待は「弱者に対する暴力」という異常が日常になっている行為である。児童福  

祉司は人間として当たり前の価値観を具現化して対応する。それが言動に頼もし  

さとして表れる。  

客観的事実に基づく科学的アプローチ  科学的辱楕働   

子どもや家庭の問題を評論することは誰にでもできることである。専門職として  

児童福祉司が行う判断や評価、援助方針作成には、客観的事実に基づいたアセス  

メントシートなどの道具を使い、科学的な裏づけが必要である。  

－3－   



（‡）ケース対応・記籍  

迅速・簡潔・分かりやすい記録  シス〒ム入力   

組織的な対応を切れ目なくするために記録は大切である。分かりやすい記録を効  

率よく作成することはケースを理解している証である。良い記録はよいケースワ  

ークの反映である。  

コスト意識を持った迅速な対応  スピード薫披   

次々に来る様々な相談の対応に加え、記録や通知などの事務処理も行う。困難な  

仕事ほど先送りにしがちであるが、初期対応の不手際や先送りはその後数倍の時  

間と労力が必要になることを肝に銘じておく。  

チームを信頼した組織としての対応  チームワーク   

児童相談所の仕事は総合診断にあるように組織的な対応をするからこそ社会的  

信頼を得ている。単独でケース対応せず、チームを信頼し、組織として対応する  

必要がある。  

優先順位づけによる仕事マネジメント  
進行管理   

児童福祉司は突発的な相談対応を迫られる。どの課題を優先するかを判断するな  

ど、仕事の段取力・調整力が必要である。システムを活用するなど自分の仕事を  

マネジメントする。  

エンパワーメントの実践  

子どもの分野でも「契約」「利用」の援助理念が重視されている。当事者の意見  

を取り入れたり、意向を確認した援助方針を立て、エンパワーすることが不可欠  

である。  

子どもの最善の利益を守る組織化力  組織化力の向上   

仕事が「取扱い」になったり、自己や組織防衛のための対応に陥ることを自戒す  

る意識を持つ。子どもの最善の利益のための「取組み」は組織力を高める。しっ  

かりとした個人としての意見を出し合い、組織で確認することが大切である。  
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（‘）自己管理  

心身の健康のための自己点検  
t鷹管堰   

自己管理ができない 人は他人の援助ができないと言っても過言ではない。児童相  

談所は多忙かつ緊張感の高い職場である。バーンアウトしないように自己点検を  

する。  

理性を保つための感情のコントロール  
感情のコントロール   

児童相談所の業務は社会的権限に基づくものであり、時には倣慢な態度になって  

しまうことがある。また、非難や攻撃に脆い面がある。感情的にならず、理性を  

保つことが大切である。  

晴れやかな気持ちで人と接する前向きさ  前向宣±   

職場が殺伐としていると愚痴が多くなり、チームワークが発揮できない。気持ち  

よく挨拶をし、晴れやかな気持ちで人と対面する。このような雰囲気が職場の和  

みと活力の基本である。社会から付託されている職責を意識する。  

あきらめないで取り組む忍耐強さ・粘り強さ  忍 耐 力   

虐待の多くが援助を求めないケースである（）簡単にあきらめないで工夫や手段を  

考えて取り組むことが、子どもの未来に向けた創造性を生み出す。  

豊かな人間性の確立  自己実現   

社会的使命を全うし、組織連携するためには成熟した大人としての人格が欠かせ  

ない。誠実・率直・対等な人間関係の築きを通じて人格が磨かれる。他人への援  

助を通じて自己確立を目指す。  

冷静に仕事を振り返る僻F敢的な視点  卓ちの振り漣り   

児童福祉司の仕事は多忙であり、かつ、ありとあらゆる対応を求められ、ともす  

ると全体感を失うこともある。冷静に仕事を振り返り、自分のことを一段高い視  

点から観ることが必要である。  
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3 コンビテンシー項目  
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4 7ロセス別コンビ〒シシーモ零几（具体的辱行動特性）  

通告・相鱒匂賓堰  

相手の顔を見て、「あなたのことを見ています」というサインを出し、  

名前を名乗り、信頼できる存在であることを認識してもらう  

相手に安心感を与え、しっかりとした会話ができるように、あせらず、  

じっくり、ゆとりを持って面接に臨む  

目線を合わせたり、うなずいたり、相づちを打っなど真蟄に傾聴し、  

相手を思いやった言葉遣いをする  

積極的な傾聴や共感を心がけるとともに、清潔感ある服装をし、不快  

感を与えない言葉遣いをする  

気持ちを込めて、抑揚をつけながら、早口にならないよう、相手にわ  

かる言葉で話をする  

－12－  
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できること、できないことをはっきり伝え、過度の期待を持たせない  

ようにする  

「あなたのことをいつも見ている」など、安心できる存在であること  

を伝え、信頼関係を構築する  

人は十人十色で、それぞれの人生があることを認識し、自分の価値観  

ではなく客観的に話を聞く  

人はそれぞれ、生まれてから現在まで様々な環境で生活してきたこと  

を認め、受け入れる  

時候や興味のある請を交えながら、聞いてくれる相手であるという安  

心感を持ってもらい、話を引き出す  

表情、動作、服装、言葉遣い等から相手の心理状態を大まかにつかみ、  

その上で相手の心情を深く理解する  

－13－－   



子どもと同じ目線で話すことにより話しやすい雰囲気を作り、信頼で  

きる存在であることを認めてもらう  

興味や関心ある話題をきっかけにして子どもの内面にある気持ちを  

引き出す  

受容の姿勢を示し、共感の気持ちを伝えながら、相談者の最大の理解  

者であることを認識してもらう  

丁寧に話を聞く中から信頼関係を作り、傾聴、共感しながら自分の気  

持ちを本音で出せるように対応する  

「このことについてはこういうことですね」と相手と事実を確認し合  

いながら訴えたい内容を把握する  

本音や事実に少しでも近づくことができるように傾聴しつつ、広い角  

度から問いかけをする  

ー14－   



子どもの身体的な状態の把握と、精神的に追い込まれていないか等の  

情報を的確に聞き取る  

表情から相手の心理状態がどういう状況であるかを察知して、感情の  

動きを把握する  

問題の背景がどこにあるかについて、通告・相談内容を的確につかみ、  

関連事項の聞き取りをする  

生育歴、親子関係、家族環境、地域環境等を整理して、問題の本質を  

的確に把握する  

納得が得られるように、かつ、過度の期待感を持たせないようにわか  

りやすく説明する  
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腎急賓理会＃  

子ども自身のことだけでなく、子どもを取り巻く養育環境、家庭・親  

族関係、保護者の養育姿勢等の情報にも目を向ける  

判断の一層の客観性、的確性を確保するため、アセスメントシートを  

活用して緊急一時保護の要否を判断する  

安否確認、家族情報、通学・通園情報、近隣情報等、必要な調査項目  

を抽出し、迅速に収集できるように役割分担して対応する  

複数で情報を収集する態勢を作り、役割分担を明確にして、いつまで  

に情報を収集するか確認する  

正確な状況の把握に努め、客観的事実と伝聞情報・主観的情報を分  

類・整理して事実関係の検証をする  
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専門的な観点に立ち、情報と情報をつなぎ合わせて事実を浮き彫りに  

したり、事実と事実の間に横たわっている事柄を推測する  

問題の背景がどこにあるかについて、相談・通告内容を的確につかみ、  

本質的な課題を整理する  

収集した情報を基に、何よりもまず子どもが放置できない危険な状況  

に置かれているか否かを想定する  

子どもの年齢や成長・発達の程度を勘案しながら緊急度・重症度など  

を検討する  

聴取した内容を整理し、事実関係を明らかにしてから問題点が何かを  

分かりやすく説明する  

聴取した内容と自分の印象、推測、評価を区別した上で簡潔・明瞭に  

説明する  

－17－－   



緊急受理会議は多数（3名以上）の職員で多面的な意見を出し合いな  

がら情報を共有し、迅速な対応ができるよう検討する  

他のメンバーの意見にじっくり耳を傾け、迅速かつ的確な判断のため  

の材料とする  

所内連絡体制、子どもの心理状態、初期対応等について、誰がどのよ  

うに関わるか、役割分担をはっきりさせておく  

日常から連絡を密にして信頼関係を構築しておくとともに、ケース説  

明を的確に行い、どの情報が必要かを伝えて迅速な対応を依頼する  
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匿≡≡  

調査の法的根拠を踏まえ、調査に理由と目的があることをしっかり理  

解できていることが大切である  

保護者の特異な言動に振り回されたり、惑わされたりせず、かつ、無  

理な要求に巻き込まれたり、妥協しないように毅然とした対応をする  

秘密が守られることを伝えて安全感や安心感を与え、気持ちを自由に  

表現できるようにする  

個々の保護者が示す言動に留意しながら受容・共感の姿勢をとること  

が必要である  

電話の場面でも面接の場面でも、まず相手の諸に耳を傾けることが必  

要である  

ー19－   



疑問点や矛盾点を整理しながら話の内容を深め、可能な限り事実に接  

近していく工夫をする  

収集した情報を整理、分析した上で、改めて不足している部分がない  

かを確認する  

調査すべき事項の全体を頭に入れることが大切であり、場当たり的な  

調査は禁物である  

不確かな情報や一方的に伝えられた情報に惑わされることなく、白紙  

の姿勢で家庭訪問に臨むことが大切である  

何事も迅速な対応・処理が鉄則であるが、調査にあたっては周辺調査  

など事前の下準備をしておくことが必要である  

関係機関に必要だと思われる情報については速やかに伝達し、情報を  

共有することで精度の高い調査ができる  

一20－  

屯   



ソーシャルワークは調査から始まることを頭に入れ、すき間のない調  

査を重ねていくことが大切である  

子どもの表情や身体面に現れている状態から心身の健康度や重症度  

を把握する  

不明確な部分について、内容の掘り下げを行いながら、事実と異なる  

ものを取り除き、内容の明確化を図る  

関係機関の業務内容を熟知した上で情報を得ることが大切であり、児  

童相談所の目で分析・整理することが必要である  

表面に表れた言動の奥にあるものを思いめぐらせ、行動の背景を探  

り、客観的事実を確認する  

子どもの発達年齢を踏まえ、揺れ動きがちな心情やこだわり、片寄っ  

た考え方などを理解する  

－21－－   



現在までの経過を整理した上で、今後の見通しについて幅広い視野を  

持って見立てることが大切である  

調査の結果を順序立てて要約して説明することが、チームとしての見  

立てを容易にする  

援助的なアプローチができないかどうか、「子どもの最善の利益」を  

重視してあらゆる可能性を検討した上で判断する  

児童相談所の対応をめぐって、保護者と対立する関係になることを常  

に意識していることが大切である  

子どもと保護者の感情や思いについて、どこがどのように相違するか  

を分析することが大切である  

調査の権限を裏付ける児童福祉法の概念（第二条児童育成の責任）を  

十分に理解していなければ説得力めある説明にはならない  

－22－   



説明する上で重視すべきことは、あらゆる可能性を想定し、断定的な  

モノの言い方を避けることである  

子どもの心身の発達段階や置かれた事情を十分に考慮しながら説明  

し、子どもの求めに応じて何度でも説明をする  

「東京都」や「児童相談所」という看板を背負っているということを  

常に自覚して行動することが必要である  

調査方法に不備や問題が生じることは往々にしてあることで、大事な  

ことはそのことを点検し、どう修正するかである  

判断の際に戸惑ったり、揺らいだり、落胆したりすることは当たり前  

のことであるので、自分一人の中にため込まない  

組織の一員として、自分の経験や使った手法を明らかにすることは組  

織としての力量を高めることになる  

－23－－   



協力の得られそうな地域の機関や人の動向や特性をしっかり把握で  

きていることが児童相談所の連携力を強化することになる  

関係機関との連携の土台は人とのつながり、ネットワークであり、こ  

れを欠くと調査の展開は表面的なものになり、深まっていかない  

関係機関との連携を図る上で必要な情報を伝え合うことは鉄則であ  

り、これを欠くと機関相互の不信を招く結果となる  

とりわけ民生・児童委員との連携を密にし、調査や見守り方法につい  

て具体的に説明し、協力を得る  

－24－   



匡  

あくまでも児童相談所の職員として、子どもの立場に立って寄り添っ  

ていく存在であることをわかりやすく説明する  

一時保護された心情と置かれている事情に理解を示し、無念の気持ち  

や不安感を和らげることが大切である  

異常な雰囲気に呑み込まれ、予期せぬ言動をしてしまうこともあるの  

で、事前に心の準備をしておくことが大切である  

親子を分離したことで児童相談所に対して不信感を抱いているので、  

それらを軽減するためにも受け入れることが必要である  

家族の生活に大きな変動が生じ、葛藤が起こっていることを理解し、  

受容的な姿勢をとる  

－25－－   



一緒に考える態度をとりながら相手の気持ちの交通整理をして、考え  

方を少しずつまとめていく  

子どもの不安な気持ちや怒りの気持ちに寄り添いながらじっくり時  

間をかけて面接を重ねる  

面接はあくまでも児童福祉司主導によって維持されるものであり、そ  

の場の勢いや雰囲気で相手の調子やペースに合わせない  

社会調査や心理・医学診断とともに、保護所において子どもの行動を  

観察し、子どもの話を聞く行動観察を意識する  

親子の分離後は往々にして家族内に変動や葛藤が生じがちであるこ  

とを認識する  

親子の面会への立ち会いの積み重ねによって新しい事実を見いだし、  

より適切な評価につなげる  

－26－  

1塵   



子どもや保護者の言動をつぶさに観察し、心理面のほかに身体面の状  

態を把握する  

面接が表面的になっている場合には作文などの課題を与え、そこから  

子どもの気持ちを引き出し、理解する  

面接の積み重ねを通して子どもの深層心理をさぐる工夫をしなけれ  

ば、問題の本質に触れることはできない  

問題の要因は単一ではなく、複雑に絡み合っているので、それらを一  

つひとつ明らかにして問題の核心に迫る必要がある  

保護の予定期間、保護中にしなければならないこと、保護中の子ども  

と保護者への対応などについて、 しっかり考えておく必要である  

子どもに説明・説得をしなければならないときは暖味な言葉かけをせ  

ず、信念を持って説得力のある対応をする  

－27一   



リスクに対しては単独で対応するのではなく、必ず組織で検討し、実  

際場面でも複数で対応する  

専門職からの助言を活用することは児童相談所の専門性をより高め、  

保護者に対しての強力な説明・説得力になる  

柔らかい口調で、しかしながら毅然とした態度を示して説明し、曖昧  

な言動は絶対に避ける  

子どもの発達年齢や置かれている心理的な状態を考慮しながら、時間  

をかけて語りかけるように説明する  

子どもは往々にして自分に都合のいいように解釈しがちなので、唆味  

な説明は禁物である  

保護の理由を説明し、あくまでも一時的なもので保護であり、長期に  

わたる施設措置とは異なることをしっかり伝える  

－28－  
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子どもや保護者との連絡を密にし、時々の評価内容についてその都度  

伝え、理解を得る  

不手際があったときは素早く、素直に謝るべきであり、沈黙や言い訳  

はかえって問題を大きくする  

児童心理司との間の情報交換のみならず、一時保護所や治療指導課と  

の綿密な情報交換が大切である  

保護者への対応や行動観察等について、常に情報を共有し合うことが  

大切である  

－29－－   



診  出i  

家族と社会とのつながり（社会参加）について評価し、そのことを保護  

者がどのように受け止めているかという視点も評価の材料となる  

評価は主観的な判断になりやすいので、システムのアセスメントシー  

トを活用し、節目で評価することで変化がレーザーチャートでわかる  

多種多様な情報をわかりやすく分類して診断に結びつけるためには、  

アセスメントシートを活用することで大枠の評価ができあがる  

的確な診断を行うためには数多い情報を客観的事実なのか、心情を入  

れた情報なのかを意識して分析すると良い  

情報を収集しても評価や判断ができない場合が多いが、明らかになっ  

ていること、これから調査が必要なことを区別して評価する  

－30－   



虐待による心の傷は計り知れないものであるが、子どもが言葉で語る  

心情はごく一部であるので、子どもの心象風景を思いめぐらせる  

保護を実施しなかった場合のリスクをあらかじめ確認しておくとと  

もに、リスクへの対応策を組織として確認する  

一つの主訴には複数のニーズがあり、かつ、本人も気がついていない  

ニーズもある、隠れたニーズの方が重要なこともある  

人間の行動や心の動きは一面や一方からの解釈だけでは把握が困難  

であるので、一旦評価したものにとらわれず、謙虚に本質に迫る  

虐待による傷は計り知れず、保護した直後、あるいは数年後に影響が  

出ることもあるので、子どもの問題行動を虐待と結びつけて評価する  

子どもや家族の将来を予測することは児童相談所の専門性そのものであ  

り、総合診断のシステムは専門性を裏づけるものである  

－3トー   



職権介入の権限を行使して子どもの一時保護を実施する場合は、職権  

介入する必然性とその後の効果を十分予測する  

見立ては個々が持つことが大切であるが、主観的なものになりがちで  

あるので、チーム内で協議して違う意見を述べ合うことが大切である  

子ども、保護者、家族関係は常に変化しており、変化をつかむことは  

将来の予測に重要である  

関係機関がどのように評価しているのかを取り入れることで、多角的  

かつ総合的な評価になる  

子どもや保護者など家族を構成する個々の力だけでなく、家族総体の  

問題解決能力について着目する  

家族が今の問題をどのように感じ、どのように対処していて、どこま  

で問題に向き合おうとしているかという力について診断する  

ー32－   



往々にして子どもの悪い面だけが目に付きやすいが、わずかばかりで  

も子どもの可能性に着目することで援助方針が積極的なものになる  

個人に備わっている能力だけでなく、どのような人、機関と繋がりが  

あるのかについても子どもや保護者にとっての力強さの要素となる  

子ども個人、保護者個人の評価とは別に、面接の場面を工夫すること  

等で親子関係の評価をする  

今すぐ解決する課題（短期目標）と時間をかけて解決する課題（中・長期  

目標）を区別して、問題解決に至る筋道を明らかにする  

相談者によっては要求を次々にエスカレートさせる場合があるが、で  

きること、できないことをはっきり区別する  

フォーマルな会議だけではなく、日常的に情報交換することで新たな  

気づきがあり、より具体的で客観的な評価になる  

ー33－   



績 地 方 針  

どんな場合でも子どもが親と離れることは大きな不安を伴うので、子  

どもが悪いからではないことをわかりやすく丁寧に説明してあげる  

子ども関係の社会資源は少ないので、関係部署への働きかけや制度の  

運用などにより、資源を開発するソーシャルアクションが必要である  

ケースの状態は常に流動的であるので、課題や対応策が的を得たもの  

となっているかを常に意識する  

拒否的な保護者といえども、虐待の背景に必ず「困っていること」を  

抱えていることを忘れない  

援助方針を説明し、十分協議することで方針がより精度の高いものに  

なり、話し合うことで見方が広がり、作成した方針に確信が持てる  

－34－   



一般的にわかりやすい援助方針は、アセスメントに対応した課題と具  

体的対応が明確になっている  

方針はあらかじめ再評価する時期を定めており、施設入所の指針も1  

年ごとに見直す必要がある  

子どもの意向や保護者の考えを織り込んだ援助方針を立てることを  

心がけ、その主旨を援助方針選択の理由欄に明記する  

在宅の場合は保護者に対しても援助が立てられるが、施設入所の場合  

も保護者への援助方針を立てて再統合に生かす  

隠れたニーズに対しても対応方針が必要であるが、保護者がまずニー  

ズに気づくように援助する  

子どもの意向や保護者の意見を反映させた援助方針を立てることが  

「絵に描いた餅」になることを回避する  

－35－   



他の選択肢をとった場合にどのようになるのかの見通しを述べるこ  

とで選択した方針の必然性が証明される  

3ケ月程度の短期的課題はより具体的なものであり、6ケ月の中期的  

課題及び1年以上の長期的課題は見通しである  

解決しやすい課題から取り組むことで子どもも保護者も自信が生ま  

れ、次の課題に対するモチベーションになる  

方針が形骸化されたものであってはならず、良い方針は個人の特性が  

配慮され、将来の見通しが生き生きと述べられている  

子どもと家族の解決能力を把握して、現実的かつ具体的な問題の解決  

策を見つけることは援助方針の基本である  

課題解決のために活用できる公的な社会資源のほか、親戚、ボランテ  

ィアなどインフォーマルな資源も明らかにし、エコマップを作成する  

一36－   



子どもの個性や特性に着目し、「00をしない」ではなく、「00をす  

る」という積極的な援助方針を立てる  

子どもが施設入所した際のけがや病気の連絡手段等、リスクマネジメ  

ントに配慮する  

取り組む順番や援助の課題に対してのゴール（目標）・時期を明確に  

することで援助を受ける動機付けをし、モチベーションを高める  

結論から先に述べ、採用した援助方針によってどのような効果が期待  

できるかを具体的に説明する  

援助方針を利用者中心の生きた方針とするには、子どもや保護者が自  

ら解決する課題を自覚できるまで説明する  

採用した方針は法的根拠のあるものでなければならず、児童福祉法の  

ほか、民法、少年法など他法の根拠も明確にする  

－37†   



課題に対する各関係機関の役割分担や協力体制については、事前に関  

係者会議で確認し、了解を取り付けておく  

Ⅶ
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≡蚕室の…  

今まで指示や命令、強要を受けてきた子どもの過去・歴史を思いやれ  

ば、同じような働きかけをしたのでは子どもの信頼は得られない  

説得するのではなく、子どもにわかりやすく語りかけることが大人に  

裏切られ続けてきた存在そのものを認めるメッセージになる  

無意識でも相手を否定的に捉えれば信頼を基本とした援助関係は成  

立しないので、裏切られて当たり前というくらいの覚悟が欲しい  

不安や緊張感を和らげるために、手を広げて「さあおいで」というよ  

うなイメージを持って接することにより安心感や信頼感が得られる  

「
〓
」
 
 子どもや保護者の悩み、苦しみ、怒りなどを自分の身に置き換えて考  

えてあげることが相互理解につながり、話の意図が伝わる  

－39－   



子どもの背負っている痛みをできるだけ感じてあげる（共感する）こ  

とが子どもの心を開くことにつながる  

時間の経過や社会の変化は常に子どもや家族のありように影響をも  

たらしているので、再評価する時間と労力を惜しまない  

援助の途中で気にかかることや流れに不自然さがあるときに、すぐに  

修正の必要な箇所を抽出できる見極める力（分析力）が大切である  

信頼関係が深まってくると自分の見立てに独りよがりな部分が現れ  

るので、違う視点からの情報を取り入れて客観性を保つ  

使える時間や資振は有限であり、最も効果的で成果が上がると思われ  

る援助者を探し出すことが大切である  

子どもと家族のありようは時間とともに変化するため、関係機関の援  

助が常に機能しているかの評価を忘れない  

－40－  
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情報の積み重ねから真実の情報が明らかになってくることが多いの  

で、時間や労力を惜しまないで情報を収集する  

些細な疑問でも「まあいいか」で済ませないで追調査を惜しまない実  

行力が大切である  

家族関係や関係機関の支援状況を観察して、不自然な様子がないか注  

意する  

相手が表現する微妙な変化を見逃さずに読み取るために、深い洞察力  

を磨くことが児童福祉司にとっては重要である  

定期的に子どもや保護者と会うことにより、子どもの心理的状態や親  

子関係の状態がわかり、ちょっとした変化も＿把握できる  

問題とは人間の関係性があるから生じるので、家族が一緒の場面で見  

せるさりげない情報を大切にする  

－41－－   



援助の展開はゴールに向けた作業過程であり、間違いが発見されれば  

修正できる場でもあるので、「なぜ？」を忘れないことが大切である  

援助計画と家族実態のミスマッチを見抜く力（検証力）と、必要に応  

じて援助の修正をいとわない実行力が必要である  

一度立てた方針や開始した援助を途中で修正することは気が重いが、  

再アセスメントを定期的にしないと的を得ない援助となってしまう  

援助の展開とともに求められるニーズも変化するため、支援体制がで  

きてもー件落着とせず、定期的に評価・点検を受けアセスメントする  

家族相互の関係性や家族を構成している一員として子どもを捉える  

ことが「子どもの最善の利益」を引き出すポイントである  

援助の目的である「子どもの最善の利益」を実現するためには、子ど  

もや保護者から情報を取って判断する姿勢を貫く必要がある  

一42－   



援助の目的である「子どもの最善の利益」を実現するために、関係機  

関の見立てを聞いて再アセスメントすることが大切である  

たくさん話を聞き、たくさん問いかけることでエンパワーメントカを  

高めるとともに、児童福祉司も問題が整理でき、解決のヒントを得る  

子どもと保護者に「00に駆け込みなさい」「00にSOSを発信し  

なさい」などリスクを想定した具体的な取り決めをしておく  

孤立が虐待の大きな要因であることを保護者に認識してもらうため  

には、グループワークなどへの参加を積極的に勧める  

複矧こ絡み合った問題点のポイント整矧こは、ジェノグラムやエコマ  

ップを活用して系統的にまとめておく  

自分の守備範囲と他の専門職が有効に作用する分野を自覚している  

ことが大切である  

－43－   



自分の力量や得手不得手を自覚するとともに、必要な時に他のメンバ  

ーに手伝ってもらうためにも隠さず伝えておく  

適材適所、ニーズにあった援助は、一人で抱え込まないでグループカ  

を信頼することで生まれる  

チームで妥協のない検証を進めることでチーム力をより高いレベル  

に押し上げられる  

施設からもたらされる情報はとても重要であることを認識して、双方  

が「あうん」の関係まで築けるようにする  

援助の役割分担では大きな事故・ミスにつながらないために「曖昧」、  

「妥協」を排除する  

普段から地域資振を把握し、適材適所の援助や得意とする分野の援助  

を組み立てるコーディネートが必要である  

－44－  

た   



家族と援助者という線のつながりから縦横無尽に展開するネットワ  

ークをコーディネートする  

一人でやっているのではないという安心感が得られ、また、関係機関  

とのチーム力を高めることにつながるため大切である  

常に客観的な立場を保持して、援助される側と援助をする側が効果の  

上がる関係を持続しているかを評価する  

時間の経過や社会の変化は常に子どもや家族のありように影響をも  

たらしているので、変化に応じて関係者会議を開催する  

ー45－   



棄 虐 彿 ≠  

援助の開始段階から一貫性を持って変わらぬ受容的な態度で接する  

ことが信頼関係を続けられる要素となる  

子どもの支援者・理解者であり続けることを伝えることで子どもの不  

安や迷いを軽減し、復帰後の生活に安心感をいだいてもらう  

たとえ新たなリスクが生じても受け止めてもらえるという安心感を  

与える  

児童福祉司の態度を「好感を持って自分を受け止めてくれている」と  

感じてもらうことで話し合いが成立する  

本音を引き出すための雰囲気づくりに心がけ、明るい気持ち（勇気）  

を与えることが大切である  
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子どもが何でも聞いてもらえるという印象を常日頃から持っていれ  

ば、言いたくない事や隠された事実を語ってくれることもある  

説明したことを理解しているかどうか、一区切りごとに感想や意見を  

聞くなどして双方向の会話が大切である  

家族相互の関係性や家族を構成している一員として子どもを捉える  

ことが「子どもの最善の利益」を引き出すポイントである  

家庭復帰後の家族関係はすべてオープンにはなりいくいため、わずか  

な疑問点も見逃すことなく追調査して対策を立てる  

孤立が高いリスク要因であることを認識して、家族が地域に融和して  

いるかを見極める  

客観的なアセスメントのためにできるだけ多くの情報を集めること  

が大切である  

－47・－   



リスタートした家族の関係がうまく機能しているか、子どもや家族が  

地域から孤立していないかをアセスメントするための材料にする  

リスタートした家族の関係がうまく機能しているかを点検するため  

に客観的評価が重要である  

リスタートした家族の関係が順調に進展していくためには、キーパー  

ソンの存在が極めて重要であることを認識する  

新しい生活が始まると予想外の変化が起きてしまうことがあり、その  

ような時は疑問点を明らかにして援助方針を修正する必要がある  

子どもが家族の中で窮屈な思いをしていないか、表情が明るいかなど  

を読み取ることが必要である  

家族関係や子どもの状態を把握するために深い洞察力を磨くことは  

児童福祉司にとっては重要な要素である  

－48－   



子どもや家族の動きを単独で追うのではなく、家族の関係性に着目し  

て本質を見抜くことが大切である  

家庭復帰後に展開する生活は想定外の連続となりがちであるので、常  

に緊張感を緩めずに疑問を探る  

面接場面や家庭訪問で受ける印象と違う事実が進行していないか、子  

どもと保護者の関係について感性をとぎすまして見極める  

家庭復帰後は「～だろう」「～のはずだ」と考えがちであるが、「～か  

も知れない」の発想で定期的にアセスメントする  

事実と自分の見立てが合致しているかについて、自己判断するのでは  

なく、組織の点検・評価を受けることが絶対に必要である  

いつも子ども重視の判断を心がけるためには、子ども本来の生き生き  

とした表情を忘れないようにする  

－49－   



「ひよつとしたら新たな問題が生じているかもしれない」といった用  

心深さを持って客観的なアセスメントを心がける  

家庭復帰が「子どもの最善の利益」に合致しているか、子どもの意向  

を改めて確認することが大切であり、自分の判断の重さを認識する  

保護者がどれだけ問題解決能力を高めたか、どれだけエンパワーメン  

トが身についたかを把握すればリスクを予期できる  

地域の支援機関も含めて、推定される具体的リスクの対応方法を話し  

合っておくことが実際場面でダメージを軽減する  

地域の支援機関も含めて、推定される具体的リスクの対応方法を事前  

に確認しておくことが実際の場面でダメージを軽減する  

再統合後に生じやすいリスクをあらかじめ抽出して当事者とともに  

回避方法を確認しておくとよい  

ー50－   



虐待の再発を防ぐために、想定される問題解決の具体的な行動につい  

て整理をしておくと気持ちに余裕が生まれる  

援助がうまく進むと自分の援助技術や判断力を過信しがちであるが、  

援助の客観性を確保するために上司や同僚の点検・評価が必要である  

家庭復帰直後は危うい状態が予想されるため、今までの援助が無に帰  

さないよう、関係機関と連携して特段の注意を怠らない  

子どもにとって安全・安心な場所である施設の意見を十分参考にして  

判断する  

家庭復帰支援プログラムを基にして、地域支援体制をコーディネート  

する力が大切である  

日頃のコミュニケーションに心がけ、役割を文章で取り交わすなど明  

確にして、信頼関係を損なわない配慮が大切である  

－51－－   



復帰後も定期的に関係機関で見立てのすり合わせを行い、支援体制の  

再構築を柔軟に進めることが大切である  

虐待の再発は子どもに対する裏切り行為であり、ダメージがより重い  

ことを関係機関で認識して支援計画が順調か常にチェックする  

支援計画が順調に進んでいるか、役割分担された関係機関どうしの評  

価のすり合わせをして把握する  

傷は小さいうちに処置すべきであり、虐待の再発は子どもに対する裏  

切り行為であると心得て関係機関で即応する  

ー52－   



5 コンビテンシー自己評価りスト  

行動特性   
よく  
できている   できている  あまり できていない  全く できていない   

子どもの権利擁護のために体を張る覚悟を持っている  
か  

職務をまっとうする姿勢を持ち、責任を持って行動をし  
ているか  

子どもの命を守るという社会的使命を持って仕事に取り  
組んでいるか  

常に相手の立場に立って、仕事に立ち向かう信念・情熱  
を持っているか  

自分の考えに固執せず、客観的事実を認める素直さを  
持っているか  

自分の性格をあらかじめ知り、業務に活かしているか  

児童相談所の職務が法令等に基づくものであることを  
常に意鞍しているか  

様々な機関の業務内容等について理解しているか  

保護者の弱いところだけではなく、ストレングス（強さ）に  
も着目しているか  
虐待の影響によるトラウマなどの特性を理解し、それを  
受け入れるだけの包容力を持ち、かつ感情のコントロー  
ルができているか  

社会的モラルを身につけた言動をしているか  

評論するのではなく、客観的事実に基づく科学的なアブ  
［】一チをしているか  

システムを使いこなし、迅速に簡潔で分かりやすい記録  
を入力しているか  
スピード意識・コスト意識を持って迅速な対応、事務処  
理をしているか  

ー一人で判断しないで、チームを信頼し、組織として対応  
しているか  

ケースや事務処理の優先順位をつけるなど進行管理を  
しているか  

常に当事者の意見・意向を取り入れるなど、エンパワー  
しているか  
個人としての意見をしっかり出した上で、組織での確認  
をしているか  

多忙かつ緊張感の高い中で、健康管理など自己点検を  
しているか  

倣慢な態度にならず、かつ、非難や攻撃を受けても感  
情的にならないで理性を保っているか  

常に気持ちよく挨拶し、晴れやかな気持ちで人と対面し  
ているか  

何事も簡単にあきらめないで忍耐強く・粘り強く取り組ん  
でいるか  

誠実・率直・対等な人間関係の気づきを通じて、豊かな  
人間性の確立しているか  

冷静に仕事を振り返り、自分を傭轍的な視点で見てい  
るか  

使
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・
役
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要
な
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行動特性  
よく  あまリ  全く  
できている   できている   できていない   できていない   

安心感を持ってもらえるような身だしなみ■態度をしてい  
1－①－i   るか  

1－①－ii  安心感を持たれやすい言葉遣いをしているか  

どんな相手でも責めたり、裁いたりせず、素直に受け止  

対  
1－（ヨーi   めているか  

人  子どもと話すときはしやがむなど話しやすい雰囲気を  

開  
作っているか  

係  

力  
言うなど共感的に話を聞いているか  

相手の意図を明確にするために話の内容を要約しなが  
1－③－ii   ら話を進めているか  

相手の求めに応じた助言をし、相手が理解しているかを  
1－③－iii   確認しながら助言しているか  

子どもだけでなく、子どもの置かれた環境にも着目して  
2一（D－i   いるか  

チェックリストなどを用いて検討すべき視点の漏れがな  
2－①－ii   いかを確認しているか  

必要な調査事項を網羅し、順位付けをして調査を企画し  
2－（D－iii   ているか  

限られた時間の中で全体像が把握できる情報を収集し  
2－②－i   ているか  

できるかぎり直接話を聞き、表情や態度から状況や気  
2  

ちを的確に把握しているか  

収集した情報を客観的事実とそうでないものに分類・整  
科 学  

収集した情報の客観性のレベルを認識した上で情報を  
性  

2－③－iii   限られた情報から精度の高い仮説を立て、その上で裏  
付けとなる情報を収集しているか  
「なぜ？なぜ？なぜ？」を繰り返し、問題の本質を把握  

2－④－i   しているか  

2－④－ii  主訴や状況を踏まえて、自分なりの見立てをしているか  

他の人の見立てを素直に聞き入れ、より良い見立てをし  
2－④－iii   ているか  

3－①－i  子どもの生命・最善の利益を何よりも重視しているか  

客観的事実とそれに基づく確度の高い仮説により判断  
3－①－ii   しているか  

3  3－①－iii  子ども・保護者・関係機関の状況などを総合的に判断し ているか  

3－②－i   「そのために？」を繰り返して、援助プランを抽出してい  
判  るか  

断  現実的で実効性があるかを確認して援助プランを策定  
しているか  

決  援助プランにエンパワーメントの視点を必ず盛り込んで  
走  

力  
3－②－iv  援助プラン実行に伴うリスクを網羅的に抽出しているか  

リスクの発生や影響を小さくするための方策を検討して  
3一②－V   いるか  

3－②－Vi  限られた時間内に援助プランを策定しているか  

一54－   



行動特性   
よく  
できている   できている  あまリ できていない  全く できていない   

要点やポイントは「一言で言うと何なのか」を把握してい  
るか  

主訴やその要因をマップなどに分かりやすく整理してい  
るか  

分かりやすい説明をするために、説明すべき内容のポ  
イントを確認し、メモをしているか  

分かりやすい説明をする前に、ロールプレイや頭の中で  
シュミレーションしているか  

伝えたい内容を簡潔で分かりやすい説明をしているか  

組織人として、自分の果たすべき役割や何をすべきか  
を明確に理解しているか  

組織の目的を理解して自分の果たすべき役割を行動で  
示しているか  

約束をきちんと守り、どのような場合でも誠意のある対  
応をしているか  

失敗しても他人のせいにせず、自らの責任で主体的に  
対応しているか  

他の職員が仕事をしやすいように自分の役割を果たし  
た上で引き渡し・引継ぎを行っているか  

組織に必要な情報を自らあるいは連携して積極的に収  
集しているか  

収集した情報を一人で抱えず、組織全体で情報を共有  
できるように伝達しているか  

チーム内や他の部署との情報交換をこまめに行ってい  
るか  

打合せをするときには必ず自らの考えや意見を持って  
参加しているか  

積極的に上司や同僚に報告、連絡、相談をして助言を  
受けたり、協議をしているか  

他の職員が困っている場合は積極的にサポートしてい  
るか  

組織の信頼関係がよくなるように自ら具体的に行動して  
いるか  

組織の目標や方向性についての意見を持ち、述べてい  
るか  

組織の問題が改善に向かうよう、具体的に行動してい  
るか  

関係機関の目的、機能、特徴などを理解しているか  

児童相談所の目的、機能、特徴などを関係機関に伝え  
ているか  

連携がうまくできるように、日頃から関係機関とこまめに  
連絡を取り合っているか  

援助に必要な社会資源をコーディネートしているか  

関係機関とともに進捗状況や効果について、定期的な  
確認・見直しをしているか  

関係者会言義で進行を主体的に行い、的確な結論を短期  
間で導き出すなど、リーダーシップを取っているか  
関係機関に対して、スーパー／くイズの必要性や実施方  
法について簡潔に説明しているか  

関係機関のニーズや状況に応じて、適切・的確な助言  
を行っているか  

行動q   

要点やポイントは  
4  
4－①－i   るか  

要  主訴やその要因弓  
るか  

約  分かりやすい説邑  
イントを確認し、メ  

説  分かりやすい説邑   
4－②－ii    明  

力  
4－②一iii  伝えたい内容を雇   

5－①－i   組織人として、自  
を明確に理解して  

5－（D－ii  組織の目的を理メ 示しているか  

5－（D－iii   約束をきちんと守  
応をしているか  

失敗しても他人¢  
5－①－iv   対応しているか  

5－（診－i   他の職員が仕事  
た上で引き渡し・  

5－②－ii  組織に必要な情幸 集しているか  

5  

収集した情報を－  
租  

鞭  5－②－iv   チーム内や他のj   
るか  

力  打合せをするとき  
5－（診－V   参加しているか  

積極的に上司や  
5－（診－Vi   受けたり、協議を  

5－②－Vii   他の職員が困っ‘  
るか  

組織の信頼関係  
5－③一i   いるか  

組織の目標や方  
5－③－ii   るか  

5－③一iii   組織の問題が改  
るか   

6－①－i  関係機関の目的  

6  
6－①－jt  児童相互炎所の目 ているか  

6－（D－iii   連携がうまくでき   

開  
連絡を取り合って  

係  
様  
関  関係機関とともl二  

連  
確認・見直しをし  

携 力  

6－④－i  関係機関に対し 
法について簡潔  

6－④－ii  関係機関のニー を行っているか   
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皆様のこ意見をで登るだ什反鴫±せこさりさいものにしてい重たいと考え  

て折り手す。   

コンビテンシーモ苧ルの内容について気づいたこと、仕事をしている中で気  

FAX送付先  03－3Z05－7I5さ  

児童相談センター事業課事業係  
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○ 研修案♯（現場の意見を集約す与た助の和修）  

開 催 日   内 容   備 考   

平成17年・9月 6日   平成17年度第一回児重相談所機能強化研修   ○児重相談センターのみ  

（児童福祉司・児童心理司の現状及びあるべき姿）  全児童福祉司  

平成17年 9月13日   全児童心理司  

平成18年 3月 9日   
平成17年度第二回児童相談所機能強化研修   ○児童相談センターのみ  

（児童福祉司・児童心理司の現状及びあるべき姿）  全児童福祉司  

平成18年 3月16日   全児童心理司  

児童相談所長研修  ○所長会メンバー   
平成18年 6月 2日   （児童相談所機能強化のためのリーダーのあり方）  

平成18年度児童相談所機能強化研修（1）   ○全児童相談所  
平成18年 6月26日       （児童福祉司のあり方）   児童福祉係長  

平成18年 7月 3日   チーフ  

地域支援班  

平成18年 7月10日   心理指導係長  

平成18年 7月31日   
平成18年度児童相談所機能強化研修（2）   ○全児童相談所  
（児童福祉司のあり方）   現任児童福祉司  

平成18年 8月 7日   現任児童心理司  

平成18年 8月24日   

平成18年 8月28日   

平成18年度児童相談所機能強化研修（3）   ○全児童相談所  
平成18年10月19日       （児童福祉司のあり方）   新任児童福祉司  

平成18年10月30日   新任児童心理司  

○ コンビテンシーモ零几つ一幸ンサケルーつ開催案♯  

開 催 日   内 容   備 考   

平成18年 9月29日  プロセス別行動表の作成■整理（1）   ワーキング   

平成18年10月23日  プロセス別行動表の作成■整理（2）   作業チーム   

平成18年11月 8日  プロセス別行動表の作成・整理（3）   作業チーム   

平成18年12月 6日  プロセス別行動表の作成・整理（4）   作業チーム   

平成18年12月13日  プロセス別行動表の作成・整理（5）   作業チーム   

平成18年12月26日  プロセス別行動表の作成・整理（6）   作業チーム   

平成19年1月11日  コンビテンシーモデル成果物の作成（1）   作業チーム   

平成19年 2月19日  コンビテンシーモデル成果物の作成（2）   作業チーム   

平成19年 3月19日  コンビテンシーモデル成果物の完成   ワーキング   

－57－   




